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第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

  

 
(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益については、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないた

め記載しておりません。なお、平成18年９月中間期から、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

３ 純資産額の算定にあたり、平成18年９月中間期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」

（企業会計基準第５号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計

基準適用指針第８号）を適用しております。 

  

第一部【企業情報】

回次 第60期中 第61期中 第62期中 第60期 第61期

会計期間

自 平成17年 
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ９月30日

自 平成19年
  ４月１日 
至 平成19年 
  ９月30日

自 平成17年 
  ４月１日 
至 平成18年 
  ３月31日

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成19年 
  ３月31日

売上高 (百万円) 97,943 99,129 101,800 204,131 202,240

経常利益 (百万円) 2,668 4,426 2,409 7,264 9,062

中間(当期)純利益 (百万円) 1,169 1,375 364 3,235 2,896

純資産額 (百万円) 191,554 194,594 195,072 193,208 195,862

総資産額 (百万円) 285,702 265,657 269,740 286,208 262,640

１株当たり純資産額 (円) 1,995.36 2,026.53 2,030.98 2,012.22 2,039.77

１株当たり中間 
(当期)純利益

(円) 12.18 14.32 3.79 33.34 30.16

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 67.0 73.3 72.3 67.5 74.6

営業活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) 6,215 3,174 7,007 19,230 12,854

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) △ 5,702 △ 375 △ 3,291 3,859 2,273

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) △ 839 △ 22,120 △ 1,450 △ 1,677 △23,346

現金及び現金同等物の 
中間期末(期末)残高

(百万円) 22,621 25,400 38,840 44,676 36,683

従業員数 (名) 4,596 4,653 5,021 4,528 4,663



(2) 提出会社の経営指標等 

  

 
(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 「１株当たり純資産額」、「１株当たり中間(当期)純利益」及び「潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純

利益」については、中間連結財務諸表を作成しているため記載を省略しております。 

３ 純資産額の算定にあたり、平成18年９月中間期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」

（企業会計基準第５号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計

基準適用指針第８号）を適用しております。 

  

回次 第60期中 第61期中 第62期中 第60期 第61期

会計期間

自 平成17年 
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ９月30日

自 平成19年
  ４月１日 
至 平成19年 
  ９月30日

自 平成17年 
  ４月１日 
至 平成18年 
  ３月31日

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成19年 
  ３月31日

売上高 (百万円) 56,703 56,942 61,056 115,098 115,223

経常利益 (百万円) 2,760 3,777 1,529 6,800 6,752

中間(当期)純利益 (百万円) 1,654 1,480 563 3,390 3,489

資本金 (百万円) 12,203 12,203 12,203 12,203 12,203

発行済株式総数 (千株) 99,532 99,532 99,532 99,532 99,532

純資産額 (百万円) 173,274 174,061 175,050 173,608 175,386

総資産額 (百万円) 253,480 229,645 229,999 251,568 228,894

１株当たり配当額 (円) 9.50 10.00 10.00 19.00 20.00

自己資本比率 (％) 68.4 75.8 76.1 69.0 76.6

従業員数 (名) 2,082 2,056 2,050 2,054 2,024



２ 【事業の内容】 

当社グループは、当社、親会社((株)日立製作所)、子会社30社及び関連会社２社で構成され、情報メ

ディア、電池、材料・デバイス及び電気機械器具の製造・販売を主な事業内容としております。 

 なお、平成19年９月21日に(株)スリオンテックを子会社化したことに伴い、当中間連結会計期間よ

り、「材料・デバイス・電器」セグメントに同社を追加するとともに、同社の主要事業である粘着テー

プ事業を主要製品に追加しました。 

 当社グループの事業の種類別セグメントの主要製品及び主要な関係会社の当該事業における位置付け

は次のとおりであります。 

  

 

事業の種類別 
セグメントの名称

主要製品
主要な関係会社の位置付け

製造会社 販売会社他

情報メディア

コンピュータテープ マクセル精器株式会社 株式会社マクセル商事

放送用ビデオテープ マクセル北陸精器株式会社 Maxell Corporation of America

ブルーレイディスク 株式会社マクセルハイテック Maxell Europe Ltd.

HD DVD Maxell Europe Ltd. Maxell Deutschland GmbH

DVD、CD Maxell Tohshin (Malaysia) Sdn. Bhd. Maxell Scandinavia A B

オーディオテープ Maxell Benelux B.V.

ビデオテープ Maxell (France)

電池

リチウムイオン電池 無錫日立マクセル有限公司 Maxell Italia S.p.A.

コイン形リチウム二次電池 Maxell Hungary Kft.

酸化銀電池 Maxell Asia, Ltd.

リチウム一次電池 マクセル（上海）貿易有限公司

アルカリ乾電池 台湾マクセル有限公司

材料・デバイス・電器

光学部品 株式会社スリオンテック Maxell Asia (Singapore) Pte. Ltd.

機能性材料 九州日立マクセル株式会社

粘着テープ マクセル精器株式会社

RFIDシステム 株式会社マクセルハイテック

ICカード 株式会社東伸精工

小型電気機器 Maxell Tohshin (Malaysia) Sdn. Bhd.

電鋳・精密部品

金型・合成樹脂成形品



事業の系統図は、次のとおりであります。 

  

 

  



３ 【関係会社の状況】 

当中間連結会計期間において、関係会社となった主要な会社は以下の通りであります。 

  

 
  

４ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

平成19年９月30日現在 

 
(注) 従業員数は、当社グループから当社グループ外への出向者を除き、当社グループ外から当社グループへの出向

者を含む就業人員であります。 

  

(2) 提出会社の状況 

平成19年９月30日現在 

 
(注) 従業員数は、当社から他社への出向者を除き、他社から当社への出向者を含む就業人員であります。 

  

(3) 労働組合の状況 

当社グループには、当社に日立マクセル労働組合が組織されている他に、グループ会社にスリオンテ

ック労働組合、九州日立マクセル労働組合、マクセル精器労働組合が組織されております。上部団体に

は、日立マクセル労働組合が全日本電機・電子・情報関連産業労働組合連合会及び日立グループ労働組

合連合会に、スリオンテック労働組合が日本化学エネルギー産業労働組合連合会に、九州日立マクセル

労働組合が日立グループ労働組合連合会にそれぞれ所属しております。平成19年９月30日現在の当社グ

ループの組合員数は2,403名であります。 

 なお、労使関係については、特に記載すべき事項はありません。 

名称 住所
資本金又は
出資金 

(百万円)

主要な事業
の内容

議決権の所有
(被所有)割合 

(％)
関係内容

(連結子会社)

㈱スリオンテック 神奈川県川崎市多摩区 500
粘着テープ等
の製造販売

100.0 役員の兼任等 ５名

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(名)

情報メディア 1,806

電池 1,315

材料・デバイス・電器 1,900

合計 5,021

従業員数(名) 2,050



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当中間連結会計期間におけるグローバル経済は、米国では住宅投資の減少や個人消費の低迷により、

景気は低調に推移しました。欧州では設備投資や個人消費の拡大により景気は堅調に推移しました。ア

ジアでは輸出が底堅く推移し、中国でも高い成長率を維持するなど景気は拡大基調で推移しました。日

本経済は、米国向け輸出の鈍化や個人消費が伸び悩むなど景気は低調に推移しました。 

 当社グループの事業環境は、製品単価の下落や原材料費の上昇などの影響を受け、厳しい状況で推移

しました。 

 このような状況のもとで、当中間連結会計期間の売上高は前中間連結会計期間と比べて2.7％増(以下

の比較はこれに同じ)の101,800百万円となりました。利益面では、情報メディア製品の単価下落などに

より、営業利益は38.3％減の2,518百万円、経常利益は45.6％減の2,409百万円、中間純利益は73.5％減

の364百万円となり、１株当たり中間純利益は３円79銭となりました。 

 当中間連結会計期間の対米ドルの平均円レートは119円、対ユーロの平均円レートは163円となりまし

た。 

事業の種類別セグメントの業績は、次のとおりであります。 

情報メディア部門 

光ディスクは、記録型DVDが販売数量を伸ばし増収となったものの、CD-Rなどが減収となり、光ディ

スク全体では売上高は横ばいでした。コンピュータテープは新製品であるLTO Ultrium４データカート

リッジを発売したほか、LTO Ultrium３データカートリッジを中心とした高記憶容量製品の販売数量の

増加により増収となりました。一方、オーディオ・ビデオテープは、市場縮小により大幅減収となり、

情報メディア部門全体の売上高は4.1％減の54,969百万円となりました。営業利益は、製品単価下落の

影響を受け、59.0％減の1,411百万円となりました。 

 ※Linear Tape-Open、LTO及びUltriumは米国その他におけるHP社、IBM社及びQuantum社の商標です。  

電池部門 

二次電池では、薄型高容量タイプの角形リチウムイオン電池が、携帯電話や携帯機器向けに大きく販

売数量を伸ばし、増収となりました。一次電池は、アルカリ乾電池は販売数量が減少しましたが、マイ

クロ電池は耐熱コイン形リチウム電池などの高付加価値品の拡販により伸長し、一次電池全体で増収と

なりました。この結果、電池部門全体の売上高は20.3％増の27,061百万円となりました。営業利益は、

一次電池の高付加価値品および二次電池の売上拡大により86.3％増の1,615百万円となりました。  

材料・デバイス・電器部門 

材料・デバイスでは、光学部品が光ディスク用ピックアップレンズ及び携帯電話向け高画素・高機能

カメラレンズユニットが好調でした。一方、RFIDシステムは、アミューズメント向けがやや減少し、ま

た、機能性材料も複合光学フィルムが低調であり、材料・デバイスはやや減収となりました。電器の売

上高は増収となりました。この結果、材料・デバイス・電器部門全体の売上高は2.3％増の19,770百万

円となりました。営業損益は材料・デバイスが改善したものの、電器部門の海外グループ会社などが減

益となったことにより、285百万円赤字が拡大し508百万円の営業損失となりました。 



所在地別セグメントの業績は、次のとおりであります。 

国内 

角形リチウムイオン電池や光学部品などが好調に推移した結果、売上高は4.7％増の73,459百万円と

なり、営業利益は情報メディア製品の単価下落のなどにより、1,840百万円減少の1,741百万円となりま

した。 

米州 

コンピュータテープが伸長し角形リチウムイオン電池が好調に推移した結果、売上高は6.0％増の

34,823百万円、営業利益は265万円増加の610百万円となりました。 

欧州 

コンピュータテープが伸長した結果、売上高は7.3％増の18,321百万円となり、営業利益は8百万円増

の96百万円となりました。 

アジア他 

光学部品が伸長し一次電池が好調に推移した結果、売上高は4.0％増の16,236百万円、営業利益は27

百万円増加の262百万円となりました。  

  

(2) キャッシュ・フローの状況 

当中間連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、38,840百万円とな

り、前連結会計年度末より2,157百万円増加しました(前中間連結会計期間は19,276百万円の減少）。こ

れは、営業活動によるキャッシュ・フローが7,007百万円増加する一方、投資活動によるキャッシュ・

フローが3,291百万円及び財務活動によるキャッシュ・フローが1,450百万円減少したことによります。

各キャッシュ・フローの状況は次のとおりです。  

(営業活動によるキャッシュ・フロー) 

当中間連結会計期間における営業活動によるキャッシュ・フローは、7,007百万円の増加となりまし

た(前中間連結会計期間は3,174百万円増加）。これは主に、税金等調整前中間純利益1,503百万円、減

価償却費5,083百万円及び仕入債務の増加1,848百万円による資金の増加と、たな卸資産の増加1,525百

万円による資金の減少等によるものです。  

(投資活動によるキャッシュ・フロー) 

当中間連結会計期間における投資活動によるキャッシュ・フローは3,291百万円の減少となりました

(前中間連結会計期間は375百万円の減少）。これは主に、有形固定資産取得による6,036百万円の資金

の減少及び株式会社スリオンテック株式取得による11,047百万円の資金の減少と、有価証券及び投資有

価証券の売却による資金の増加14,233百万円によるものです。  

(財務活動によるキャッシュ・フロー) 

当中間連結会計期間における財務活動によるキャッシュ・フローは、1,450百万円の減少となりまし

た（前中間連結会計期間は22,120百万円の減少）。これは主に、配当金の支払による960百万円の資金

の減少によるものです。 

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

当中間連結会計期間における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりでありま

す。 

  

 
(注) １ セグメント間の取引については相殺消去しております。 

２ 金額は、販売価格によっております。 

３ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

４ 生産実績には、完成品仕入にかかわる生産実績を含めており、仕入実績は次のとおりであります。 

  

 
  

(2) 受注状況 

当社及び連結子会社の主要製品は、見込み生産のため記載を省略しております。 

  

(3) 販売実績 

当中間連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりでありま

す。 

  

 
(注) １ セグメント間の取引については相殺消去しております。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

事業の種類別セグメントの名称 金額(百万円) 前年同期比(％)

情報メディア 51,716 △6.7

電池 28,333 ＋23.7

材料・デバイス・電器 13,756 △4.1

合計 93,805 ＋1.2

事業の種類別セグメントの名称 金額(百万円) 前年同期比(％)

情報メディア 18,913 ＋8.2

電池 2,788 ＋32.8

材料・デバイス・電器 215 △25.3

合計 21,916 ＋10.3

事業の種類別セグメントの名称 金額(百万円) 前年同期比(％)

情報メディア 54,969 △4.1

電池 27,061 ＋20.3

材料・デバイス・電器 19,770 ＋2.3

合計 101,800 ＋2.7



３ 【対処すべき課題】 

当社グループでは、平成18年４月に「革新とスピード」「選択と集中」「意識改革」をキーワードに

した中期経営計画を策定し、平成21年３月期に売上高250,000百万円、営業利益15,000百万円、ROE５％

以上の経営目標を掲げてきました。平成19年３月期は、光学部品や機能性材料など成長性が高い戦略的

製品への増産投資など選択と集中を推し進めるとともに、当社独自のMPI(マクセル・プロセス・イノベ

ーション)活動による原価低減を徹底してきました。しかしながら、主要製品における価格競争の激

化、原材料費の価格高騰、製品需給の変化など、当社を取り巻く経営環境は一段と厳しくなってきてお

り、平成19年４月に、中長期的な観点から高収益な事業構造を確立し、抜本的に業績を改善することを

目的に、中期経営計画を新たに見直しました。 

 平成18年４月に発表した中期経営計画に対する変更点は次のとおりです。 

経営ビジョン：長期ビジョン「未踏への挑戦」の追加 

 従来の中期ミッション「成長への変革」に、新たに長期ビジョン「未踏への挑戦」を追加しました。

新技術や製品分野、会社の形態等について新たな可能性を求めて挑戦することを長期的なビジョンと位

置づけ、中期ミッションである収益性の向上と新たな成長に向けた事業ポートフォリオの変革を加速し

ていきます。 

経営目標：平成23年３月期までに事業ポートフォリオを変革し、営業利益率６％をめざす 

 今後、高い成長率と収益性が見込まれる「電池」「光学部品」「機能性材料」を重点強化３事業とし

て経営リソースを集中投下し、独自技術による他社差別化と製品の高付加価値化を推進していきます。

基幹事業である「情報メディア」については、新製品投入や原価低減施策により事業を再構築し、収益

性の向上を図っていきます。 

  当社グループでは、平成22年３月期までの今後３年間を積極的な投資期間として、次世代製品の先行

開発、戦略的製品の増産投資等を行っていきます。また、平成19年９月に実施した(株)スリオンテック

の子会社化など、企業買収を視野に入れながら、高収益な事業構造の確立に向けた事業ポートフォリオ

の変革を加速していきます。 

  平成23年３月期には、重点強化事業である「電池」「材料・デバイス・電器」セグメントを、それぞ

れ売上高比率30％に拡大する計画であり、当社グループでは、それまでに営業利益率６％の達成をめざ

していきます。 

人材育成の強化 

 組織においては人材の活用が企業経営における最重要課題のひとつであると認識しています。経営環

境の変化に対応した人員の効率的な配置と効果的な活用を図るとともに、公正で透明性のある人事評価

制度を確立させ、組織・人材のグローバル化を図り、元気で活力のある企業をめざしていきます。 

CSR(企業の社会的責任)を意識した企業経営 

 CSRを意識して企業価値を向上させることは、企業経営における最重要課題のひとつであると認識し

ています。環境保全に配慮し持続可能な資源循環型社会の構築をめざした環境経営や地域社会との共生

をめざした社会貢献を積極的に行うとともに、リスク管理体制の強化やコンプライアンス経営の徹底に

よる内部統制システムの整備などを通じて、全てのステークホルダーから信頼される企業グループをめ

ざしていきます。 

 

  なお、財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針は次のとおりであります。

  当社は、株式の上場を通じて、投資家・株式市場から、将来の成長のために資本の提供をいただくと

ともに、日々評価されることを通じて、より緊張感のある経営を実践することが、企業価値並びに「マ

クセル」ブランドの価値増大のためにきわめて重要であると認識しております。 

  一方、当社の株主構成につきましては、(株)日立製作所が親会社であり、当社は、同社との資本関係

を前提に、経営の独立性を保ちながら、同社及び日立グループ各社が有する研究開発力やその他の経営

資源を有効に活用することが、株式の上場と同じく、企業価値並びに「マクセル」ブランドの価値向上

に資すると考えております。 

 当社は、ガバナンス体制の構築を進めるとともに、経営計画の策定及び実現に取り組むことにより、

親会社のみならず、広く株主に提供される価値の最大化を重要な経営目標と位置付けております。  



４ 【経営上の重要な契約等】 

 該当事項はありません。 

  

５ 【研究開発活動】 

当社グループでは、技術統轄本部が各事業グループの設計開発部門と共同で行う開発に加えて、当社

グループの保有する技術の総合力を活かした研究開発活動を行っております。また日立グループとの有

機的な連携を推進し、さらに当社グループ外の企業とも積極的にアライアンスを組むことや産官学連携

の活用により、一層の技術革新を推進しております。 

当中間連結会計期間におけるグループ全体の研究開発費は4,595百万円であり、各部門の研究開発活

動及び研究開発費は次のとおりであります。 

情報メディア部門 

技術統轄本部とテープ事業グループ及びディスク事業グループの設計開発部門が一体となって、 

大容量磁気テープメディアや次世代光ディスクなどの研究開発を推進しております。当中間連結会計期

間においては、カートリッジ１巻当たりの記憶容量が世界最大※１の1.6テラバイト（データ圧縮時）を

実現したLTO Ultrium４※２データカートリッジ、フルハイビジョン映像をビデオカメラで長時間録画で

きる世界初の８cmブルーレイディスク（追記型BD-R／書換型BD-RE）の商品化などを行いました。情報

メディア部門に係る研究開発費は1,734百万円であります。 

電池部門 

技術統轄本部とエナジーソリューション事業グループの設計開発部門が連携し、高い安全性の確保を

基本として、一次電池や二次電池の高性能化、及び燃料電池など新型電池の研究開発を推進しておりま

す。当中間連結会計期間においては、電動工具やコードレス家電など高出力が求められるアプリケーシ

ョン向けにパワータイプ円筒形リチウムイオン電池を開発するとともに、薄型・高容量の角形リチウム

イオン電池の開発・商品化のほか、医療用マイクロ電池の開発などを行いました。電池部門に係る研究

開発費は1,620百万円であります。 

材料・デバイス・電器部門 

技術統轄本部とテープ事業グループ、オプトコンポーネンツ事業グループ及び当社グループ会社の設

計開発部門との連携のもと、機能性材料、光学部品など独自技術を活かした研究開発を推進しておりま

す。当中間連結会計期間においては、フラットパネルディスプレイ向けの光学フィルム、薄型・高次非

球面のピックアップレンズ、薄型・高分解能・超広角タイプのマイクロカメラ用レンズなどの開発・商

品化を行いました。また、超臨界二酸化炭素を活用することで、六価クロムフリーによる環境負荷の低

減と、高耐熱エンジニアリングプラスチックへの高い密着性を可能としたプラスチックメッキ技術を開

発しました。材料・デバイス・電器部門に係る研究開発費は1,241百万円であります。 

※１ 平成19年11月現在。当社調べ。 

  ※２ Linear Tape-Open、LTO及びUltriumは、米国その他におけるHP社、IBM社及びQuantum社の商標です。 

  



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

(1) 提出会社 

 当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  
(2) 国内子会社 

当中間連結会計期間において、㈱スリオンテックを新規連結したことにより、同社が保有する

設備が増加しております。 

 当該設備の状況は次のとおりであります。 

平成19年９月30日現在 

 
(注) １ 帳簿価額のうち「その他」は、工具器具及び備品及び建設仮勘定の合計であります。なお、金額には消費税

等を含んでおりません。 

２ 上記の金額は、全面時価評価法により評価しております。 

  
(3) 在外子会社 

 当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

会社名
事業所名 
(所在地)

事業の種 
類別セグ 
メントの 
名称

設備の内容

帳簿価額(百万円)
従業
員数 
(名)

建物
及び 
構築物

機械装置
及び 
運搬具

土地
(面積㎡)

その他 合計

㈱スリオン
テック

本社工場 
（神奈川県川崎市 
多摩区他）

材料・ 
デバイス・
電器

粘着テープ
等生産設備

1,545 1,686
10,974

（143,340）
272 14,477 386

 



２ 【設備の新設、除却等の計画】 

(1) 重要な設備計画の完了 

前連結会計年度末に計画していた設備計画のうち、当中間連結会計期間に完了したものは、次のとお

りであります。 

 

(2) 重要な設備の新設等 

当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設等は次のとおりであります。 

 
(注) １ 金額には消費税等を含んでおりません。 

２ 当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画した重要な設備の新設等について、重要な変更はあ

りません。 

 
会社名・(所在地) 

事業所名
事業の種類別 

セグメントの名称
設備の内容

投資額 
(百万円)

完了年月

日立マクセル㈱ 
京都事業所 
（京都府大山崎町他）

情報メディア 
電池 
材料・デバイス・電器

磁気記録媒体生産設備
リチウムイオン電池生産設備

1,169 平成19年９月

日立マクセル㈱ 
本社 
（東京都千代田区他）

全社的管理業務 
・販売業務

その他設備 615 平成19年９月

日立マクセル㈱ 
筑波事業所 
（茨城県常総市他）

情報メディア 
材料・デバイス・電器

磁気記録媒体生産設備
光ディスク生産設備 
光学部品生産設備

560 平成19年９月

無錫日立マクセル有限公司 
（中国無錫市）

電池 リチウムイオン電池生産設備 1,300 平成19年５月

 

 

会社名・(所在地) 
事業所名

事業の種類別 
セグメントの 

名称
設備の内容

投資予定額
資金調達 
方法

着手及び完了予定

総額
(百万円)

既支払額
(百万円)

着手 完了

日立マクセル㈱ 
京都事業所 
（京都府大山崎町他）

情報メディア
電池 
材料・デバイス・電器

磁気記録媒体生産設備
リチウムイオン電池生産設備

6,935 576 自己資金
平成19年
８月

平成21年
３月

日立マクセル㈱ 
大阪事業所 
（大阪府茨木市他）

電池 電池生産設備 679 263 自己資金
平成19年
９月

平成20年
５月



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
  

② 【発行済株式】 

  

 
  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

  

(4) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

 
  

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 284,800,000

計 284,800,000

種類
中間会計期間末現在 

発行数(株) 
(平成19年９月30日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成19年11月19日)

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品

取引業協会名
内容

普通株式 99,532,133 99,532,133

東京証券取引所
(市場第一部) 
大阪証券取引所 
(市場第一部)

―

計 99,532,133 99,532,133 ― ―

年月日
発行済株式 
総数増減数 
(千株)

発行済株式
総数残高 
(千株)

資本金増減額
 

(百万円)

資本金残高
 

(百万円)

資本準備金 
増減額 
(百万円)

資本準備金
残高 

(百万円)

平成19年４月１日 
～平成19年９月30日

― 99,532 ― 12,203 ― 22,325



(5) 【大株主の状況】 

平成19年９月30日現在 

 
(注) １ 上記の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は次のとおりであります。 

 
２ 当社は自己株式を3,483千株(発行済株式総数に対する所有株式数の割合3.50％)有しております。 

３ ソシエテジェネラルアセットマネジメント株式会社及びその共有保有者であるソシエテジェネラルアセット

マネジメントインターナショナルリミテッドより、平成19年９月６日付で関東財務局に大量保有報告書が連

名で提出され、平成19年８月31日現在、下記のとおり共同で5,192千株（5.22％）の当社株式を保有してい

る旨の報告がありましたが、当社としては当中間会計期間末時点における実質所有株式数の確認ができない

ため、上記「大株主の状況」には含めておりません。 

 
  

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

株式会社日立製作所 東京都千代田区丸の内一丁目６番６号 51,132 51.37

日本マスタートラスト信託銀行 
株式会社

東京都港区浜松町二丁目11番３号 2,769 2.78

ステート ストリート バンク 
アンド トラスト カンパニー 
505019 
(常任代理人 株式会社みずほコー
ポレート銀行兜町証券決済業務室)

AIB INTERNATIONAL CENTRE P.O. BOX 518
IFSC DUBLIN, IRELAND 
(東京都中央区日本橋兜町６番７号)

2,117 2.13

ユービーエス エージー ロンドン
アカウント アイピービー セグリ
ゲイテッド クライアント アカウ
ント 
(常任代理人 シティバンク銀行株
式会社)

AESCHENVORSTADT 48 CH-4002 BASEL 
SWITZERLAND 
(東京都品川区東品川二丁目３番14号)

1,890 1.90

日本トラスティ・サービス信託銀行
株式会社

東京都中央区晴海一丁目８番11号 1,717 1.73

タム ツー 
(常任代理人 株式会社三菱東京UFJ
銀行)

P.O.BOX 2992 RIYADH 11169 KINGDOM
OF SAUDI ARABIA 
(東京都千代田区丸の内二丁目７番１号)

1,633 1.64

カセイス バンク オーディナリー
アカウント 
(常任代理人 株式会社三菱東京UFJ
銀行)

1 PLACE VALHUBERT 75013 PARIS-FRANCE
(東京都千代田区丸の内二丁目７番１号)

1,195 1.20

バンク オブ ニューヨーク ジー
シーエム クライアント アカウン
ト ジェイピーアールディ アイエ
スジー エフイー－エイシー 
(常任代理人 株式会社三菱東京UFJ
銀行）

PETERBOROUGH COURT 133 FLEET STREET
LONDON EC4A 2BB UNITED KINGDOM 
(東京都千代田区丸の内二丁目７番１号)

1,098 1.10

ザ バンク オブ ニューヨーク 
トリーティー ジャスデック アカ
ウント 
(常任代理人 株式会社三菱東京UFJ
銀行）

AVENUE DES ARTS, 35 KUNSTLAAN, 1040
BRUSSELS, BELGIUM 
(東京都千代田区丸の内二丁目７番１号)

967 0.97

アールビーシー デクシア インベ
スター サービス バンク アカウ
ント ルクセンブルグ ノン レジ
デント ドメスティック レート 
(常任代理人 スタンダードチャー 
タード銀行)

14,PORTE DE FRANCE,L-4360 ESCH-SUR-
ALZETTE GRAND DUCHY OF LUXEMBOURG 
(東京都千代田区永田町二丁目11番１号)

959 0.96

計 ― 65,481 65.79

日本マスタートラスト 
信託銀行株式会社

2,066千株
日本トラスティ・サービス
信託銀行株式会社

1,357千株

氏名又は名称 所有株式数（千株）
発行済株式総数に対する

所有株式数の割合（％）

ソシエテジェネラルアセットマネジメント 
インターナショナルリミテッド

4,480 4.50

ソシエテジェネラルアセットマネジメント 
株式会社

712 0.72

計 5,192 5.22



(6) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成19年９月30日現在 

 
(注) １ 「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が3,200株(議決権32個)含ま

れております。 

２ 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式45株が含まれております。 

  

② 【自己株式等】 

平成19年９月30日現在 

 
  

２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

  

 
(注) 株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式

3,483,700
― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

96,000,100 960,001
―

単元未満株式  
普通株式 48,333 ― ―

発行済株式総数 99,532,133 ― ―

総株主の議決権 ― 960,001 ―

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 

(株)

他人名義
所有株式数 

(株)

所有株式数
の合計 
(株)

発行済株式総数
に対する所有 

株式数の割合(％)

(自己保有株式) 
日立マクセル株式会社

大阪府茨木市丑寅 
一丁目１番88号

3,483,700 ― 3,483,700 3.50

計 ― 3,483,700 ― 3,483,700 3.50

月別
平成19年 
４月

５月 ６月 ７月 ８月 ９月

最高(円) 1,673 1,518 1,447 1,438 1,434 1,291

最低(円) 1,500 1,364 1,366 1,358 1,172 1,178



３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までの役員の異動は次のとおりでありま

す。 

(1) 新任役員 

該当事項はありません。 

  

(2) 退任役員 

 
  

(3) 役職の異動 

該当事項はありません。 

役名 職名 氏名 退任年月日

執行役 ディスク事業グループ長 松浦 武志 平成19年10月31日



第５ 【経理の状況】 

１ 中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成11

年大蔵省令第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

なお、前中間連結会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)は、改正前の中間連結財務

諸表規則に基づき、当中間連結会計期間(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで)は、改正後の中

間連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

  

(2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵

省令第38号。以下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

なお、前中間会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)は、改正前の中間財務諸表等規

則に基づき、当中間会計期間(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで)は、改正後の中間財務諸表

等規則に基づいて作成しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、前中間連結会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)及び前中間会計期間（平成

18年４月１日から平成18年９月30日まで）は証券取引法第193条の２の規定に基づき、また当中間連結会

計期間(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで)及び当中間会計期間(平成19年４月１日から平成19

年９月30日まで)は金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、それぞれ中間連結財務諸表並びに

中間財務諸表について、新日本監査法人の中間監査を受けております。 



１ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

① 【中間連結貸借対照表】 

  

前中間連結会計期間末

(平成18年９月30日)

当中間連結会計期間末

(平成19年９月30日)

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 7,995 12,537 11,086

 ２ 受取手形及び
   売掛金

※３ 40,641 43,605 40,109

 ３ 有価証券 16,350 10,893 6,847

 ４ たな卸資産 29,109 29,474 26,762

 ５ 繰延税金資産 7,377 5,022 4,377

 ６ 関係会社預け金 － 25,836 21,890

 ７ その他 14,590 7,679 5,592

 ８ 貸倒引当金 △617 △529 △363

   流動資産合計 115,445 43.5 134,517 49.9 116,300 44.3

Ⅱ 固定資産

 １ 有形固定資産 ※１

  (1) 建物及び
    構築物

23,365 24,192 23,307

  (2) 機械装置及び
    運搬具

18,752 23,000 19,865

  (3) 土地 31,999 42,976 32,004

  (4) 建設仮勘定 3,576 2,062 2,993

  (5) その他 3,584 81,276 30.6 3,420 95,650 35.4 3,478 81,647 31.1

 ２ 無形固定資産 1,679 0.6 2,380 0.9 1,568 0.6

 ３ 投資その他の
   資産

  (1) 投資有価証券 60,168 32,345 53,709

  (2) 繰延税金資産 9,277 2,829 7,645

  (3) その他 2,147 2,037 1,786

  (4) 貸倒引当金 △4,335 67,257 25.3 △18 37,193 13.8 △15 63,125 24.0

   固定資産合計 150,212 56.5 135,223 50.1 146,340 55.7

   資産合計 265,657 100.0 269,740 100.0 262,640 100.0



 

前中間連結会計期間末

(平成18年９月30日)

当中間連結会計期間末

(平成19年９月30日)

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 支払手形及び買掛金 17,870 22,394 19,322

 ２ 短期借入金 1,789 4,302 1,571

 ３ 未払金 5,118 4,557 5,338

 ４ 未払費用 21,216 19,568 17,003

 ５ 未払法人税等 1,622 1,281 851

 ６ その他 2,549 2,628 2,175

   流動負債合計 50,164 18.9 54,730 20.3 46,260 17.6

Ⅱ 固定負債

 １ 社債 10,000 10,000 10,000

 ２ 退職給付引当金 9,252 9,054 9,251

 ３ 役員退職慰労引当金 518 496 599

 ４ その他 1,129 388 668

   固定負債合計 20,899 7.8 19,938 7.4 20,518 7.8

   負債合計 71,063 26.7 74,668 27.7 66,778 25.4

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

 １ 資本金 12,203 4.6 12,203 4.5 12,203 4.7

 ２ 資本剰余金 22,327 8.4 22,327 8.3 22,327 8.5

 ３ 利益剰余金 169,155 63.7 169,120 62.7 169,716 64.6

 ４ 自己株式 △4,992 △1.9 △4,957 △1.8 △4,995 △1.9

   株主資本合計 198,693 74.8 198,693 73.7 199,251 75.9

Ⅱ 評価・換算差額等

 １ その他有価証券 
 評価差額金

△1,588 △0.6 △1,519 △0.6 △1,396 △0.5

 ２ 繰延ヘッジ損益 △226 △0.1 － － △139 △0.1

 ３ 為替換算調整勘定 △2,285 △0.8 △2,102 △0.8 △1,854 △0.7

   評価・換算差額等 
 合計

△4,099 △1.5 △3,621 △1.4 △3,389 △1.3

   純資産合計 194,594 73.3 195,072 72.3 195,862 74.6

   負債純資産合計 265,657 100.0 269,740 100.0 262,640 100.0

 



② 【中間連結損益計算書】 

  

 
  

前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度の
要約連結損益計算書

(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 99,129 100.0 101,800 100.0 202,240 100.0

Ⅱ 売上原価 68,116 68.7 71,291 70.0 139,664 69.1

   売上総利益 31,013 31.3 30,509 30.0 62,576 30.9

Ⅲ 販売費及び一般管理費

 １ 荷造発送費 3,328 3,241 6,718

 ２ 販売促進費 3,128 3,248 6,266

 ３ 広告宣伝費 1,683 1,717 3,355

 ４ 給与諸手当 5,822 5,830 11,721

 ５ 退職給付費用 431 ― 844

 ６ 役員退職慰労
   引当金繰入額

85 ― 166

 ７ 支払特許料 4,474 4,585 9,186

 ８ 減価償却費 873 1,011 1,769

 ９ その他 7,107 26,931 27.2 8,359 27,991 27.5 14,611 54,636 27.0

   営業利益 4,082 4.1 2,518 2.5 7,940 3.9

Ⅳ 営業外収益

 １ 受取利息 968 816 1,739

 ２ 受取配当金 15 30 143

 ３ 持分法による 
 投資利益

69 ― 136

 ４ 材料作業屑処分益 ― 179 ―

 ５ 賃貸料収入 381 343 750

 ６ 雑収益 315 1,748 1.8 291 1,659 1.6 886 3,654 1.8

Ⅴ 営業外費用

 １ 支払利息 376 408 597

 ２ 売上割引 141 ― 310

 ３ たな卸資産処分損 232 542 735

 ４ 為替差損 329 253 378

 ５ 雑損失 326 1,404 1.4 565 1,768 1.7 512 2,532 1.2

   経常利益 4,426 4.5 2,409 2.4 9,062 4.5

Ⅵ 特別利益

 １ 固定資産売却益 ※１ 12 237 290

 ２ 投資有価証券売却益 ― 174 ―

 ３ 未払費用戻入益 ― ― 1,477

 ４ 貸倒引当金戻入益 ― 61 160

 ５ その他 ― 12 0.0 ― 472 0.5 15 1,942 1.0

Ⅶ 特別損失

 １ 固定資産除却売却損 ※２ 428 642 731

 ２ 固定資産減損損失 ※３ 15 405 15

 ３ 投資有価証券評価損 592 331 1,148

 ４ その他 ― 1,035 1.0 ― 1,378 1.4 25 1,919 1.0

   税金等調整前
   中間(当期)純利益

3,403 3.5 1,503 1.5 9,085 4.5

   法人税、住民税
   及び事業税

1,112 690 831

   法人税等調整額 916 2,028 2.1 449 1,139 1.1 5,358 6,189 3.1

   中間(当期)純利益 1,375 1.4 364 0.4 2,896 1.4



③ 【中間連結株主資本等変動計算書】 

 前中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

 
  

 
  

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年３月31日残高(百万円) 12,203 22,325 168,726 △5,024 198,230

中間連結会計期間中の変動額

 剰余金の配当 △912 △912

 利益処分による役員賞与 △34 △34

 中間純利益 1,375 1,375

 自己株式の取得 △1 △1

 自己株式の処分 2 33 35

中間連結会計期間中の変動額合計 
(百万円)

― 2 429 32 463

平成18年９月30日残高(百万円) 12,203 22,327 169,155 △4,992 198,693

評価・換算差額等

純資産合計
その他有価証券 
評価差額金

繰延ヘッジ
損益

為替換算
調整勘定

評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日残高(百万円) △1,661 ― △3,361 △5,022 193,208

中間連結会計期間中の変動額

 剰余金の配当 △912

 利益処分による役員賞与 △34

 中間純利益 1,375

 自己株式の取得 △1

 自己株式の処分 35

 株主資本以外の項目の中間連結 
 会計期間中の変動額(純額)

73 △226 1,076 923 923

中間連結会計期間中の変動額合計 
(百万円)

73 △226 1,076 923 1,386

平成18年９月30日残高(百万円) △1,588 △226 △2,285 △4,099 194,594



 当中間連結会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

  

 
  

 
  

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成19年３月31日残高(百万円) 12,203 22,327 169,716 △4,995 199,251

中間連結会計期間中の変動額

 剰余金の配当 △960 △960

 中間純利益 364 364

 自己株式の取得 △1 △1

 自己株式の処分 △0 39 39

中間連結会計期間中の変動額合計 
(百万円)

― △0 △596 38 △558

平成19年９月30日残高(百万円) 12,203 22,327 169,120 △4,957 198,693

評価・換算差額等

純資産合計
その他有価証券 
評価差額金

繰延ヘッジ
損益

為替換算
調整勘定

評価・換算
差額等合計

平成19年３月31日残高(百万円) △1,396 △139 △1,854 △3,389 195,862

中間連結会計期間中の変動額

 剰余金の配当 △960

 中間純利益 364

 自己株式の取得 △1

 自己株式の処分 39

 株主資本以外の項目の中間連結 
 会計期間中の変動額(純額)

△123 139 △248 △232 △232

中間連結会計期間中の変動額合計 
(百万円)

△123 139 △248 △232 △790

平成19年９月30日残高(百万円) △1,519 ― △2,102 △3,621 195,072



 前連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  

 
  

 
  

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年３月31日残高(百万円) 12,203 22,325 168,726 △5,024 198,230

連結会計年度中の変動額

 剰余金の配当 △1,872 △1,872

 利益処分による役員賞与 △34 △34

 当期純利益 2,896 2,896

 自己株式の取得 △4 △4

 自己株式の処分 2 33 35

連結会計年度中の変動額合計 
(百万円)

― 2 990 29 1,021

平成19年３月31日残高(百万円) 12,203 22,327 169,716 △4,995 199,251

評価・換算差額等

純資産合計
その他有価証券 
評価差額金

繰延ヘッジ
損益

為替換算
調整勘定

評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日残高(百万円) △1,661 ― △3,361 △5,022 193,208

連結会計年度中の変動額

 剰余金の配当 △1,872

 利益処分による役員賞与 △34

 当期純利益 2,896

 自己株式の取得 △4

 自己株式の処分 35

 株主資本以外の項目の連結 
 会計年度中の変動額(純額)

265 △139 1,507 1,633 1,633

連結会計年度中の変動額合計 
(百万円)

265 △139 1,507 1,633 2,654

平成19年３月31日残高(百万円) △1,396 △139 △1,854 △3,389 195,862



④ 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

  

前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度の
要約連結キャッシュ
・フロー計算書

(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅰ 営業活動による 
  キャッシュ・フロー
 １ 税金等調整前 
   中間(当期)純利益

3,403 1,503 9,085

 ２ 減価償却費 4,705 5,083 9,792
 ３ 固定資産減損損失 15 405 15
 ４ 退職給付引当金の増加額  
   （△減少額）       

6 △206 △29

 ５ 役員退職慰労引当金の 
   増加額(△減少額)

△105 △163 △24

 ６ 貸倒引当金の増加額 
   (△減少額)

8 △46 △249

 ７ 受取利息及び受取配当金 △983 △846 △1,882
 ８ 支払利息 376 408 597
 ９ 持分法による投資利益 △69 ─ △136
 10 投資有価証券売却益 ─ △174 ─
 11 投資有価証券評価損 592 331 1,148
 12 固定資産除却売却損 428 642 731
 13 売上債権の減少額 
   (△増加額)

△181 △671 863

 14 たな卸資産の減少額 
   (△増加額)

△2,713 △1,525 △84

 15 仕入債務の増加額 72 1,848 1,454
 16 未払費用の増加額 
   (△減少額)

△161 2,016 △4,500

 17 役員賞与の支払額 △34 ─ △34
 18 その他 △1,276 △1,980 △3,106
    小計 4,083 6,625 13,641
 19 利息及び配当金の受取額 1,189 1,113 1,956
 20 利息の支払額 △466 △218 △622
 21 法人税等の支払額 △1,632 △513 △2,121
   営業活動による 
   キャッシュ・フロー

3,174 7,007 12,854

Ⅱ 投資活動による 
  キャッシュ・フロー
 １ 有価証券の売却 
   による収入

4,800 2,500 11,800

 ２ 有形固定資産 
   の取得による支出

△4,718 △6,036 △10,566

 ３ 有形固定資産 
   の売却による収入

46 489 511

 ４ 投資有価証券 
   の取得による支出

△5,535 △23 △5,568

 ５ 投資有価証券の 
   売却による収入

5,096 11,733 6,187

 ６ 連結範囲の変更を伴う 
   子会社株式の取得に 
      よる支出

※２ ─ △11,047 ─

 ７ 関係会社の清算に 
      よる収入

─ ─ 83

 ８ 貸付けによる支出 △427 △116 △474
 ９ 貸付金の回収による収入 430 46 454
 10 その他 △67 △837 △154
   投資活動による 
   キャッシュ・フロー

△375 △3,291 2,273



 
  

前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度の
要約連結キャッシュ
・フロー計算書

(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅲ 財務活動による 
  キャッシュ・フロー
 １ 短期借入金の増減額 △155 △528 △418
 ２ 社債の償還による支出 △20,000 ─ △20,000
 ３ 配当金の支払額 △912 △960 △1,872
 ４ 通貨スワップ満了 
   による支出

△1,087 ─ △1,087

 ５ 自己株式の取得 
   による支出

△1 △1 △4

 ６ 自己株式の売却 
   による収入

35 39 35

   財務活動による 
   キャッシュ・フロー

△22,120 △1,450 △23,346

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る 
  換算差額

45 △109 226

Ⅴ 現金及び現金同等物 
  の増加額(△減少額)

△19,276 2,157 △7,993

Ⅵ 現金及び現金同等物 
  の期首残高

44,676 36,683 44,676

Ⅶ 現金及び現金同等物の 
  中間期末(期末)残高

25,400 38,840 36,683



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  
前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 

 

１ 連結の範囲に関する事項

(1) 連結子会社の数 21社

主要な連結子会社の名称

九州日立マクセル㈱

マクセル精器㈱

マクセル北陸精器㈱

㈱マクセルハイテック

㈱東伸精工

㈱マクセル商事

㈱マクセルライフ

Maxell Corporation of 

America

Maxell Europe Ltd.

Maxell Asia, Ltd.

Maxell Tohshin(Malaysia)

Sdn.Bhd.

Maxell Asia(Singapore)

Pte. Ltd.

無錫日立マクセル有限公司

 

 

１ 連結の範囲に関する事項

(1) 連結子会社の数 22社

主要な連結子会社の名称

㈱スリオンテック 

九州日立マクセル㈱

マクセル精器㈱

マクセル北陸精器㈱

㈱マクセルハイテック

㈱東伸精工

㈱マクセル商事

㈱マクセルライフ

Maxell Corporation of 

America

Maxell Europe Ltd.

Maxell Asia, Ltd.

Maxell Tohshin(Malaysia)

Sdn.Bhd.

Maxell Asia(Singapore)

Pte. Ltd.

無錫日立マクセル有限公司

 ㈱スリオンテックについて

は、平成19年９月21日の株式

取得に伴い、当中間連結会計

期間より連結の範囲に含めて

おります。なお、みなし取得

日を当中間連結会計期間末と

しているため、当中間連結会

計期間は中間貸借対照表のみ

を連結しております。

 

 

１ 連結の範囲に関する事項

(1) 連結子会社の数 21社

主要な連結子会社の名称

九州日立マクセル㈱

マクセル精器㈱

マクセル北陸精器㈱

㈱マクセルハイテック

㈱東伸精工

㈱マクセル商事

㈱マクセルライフ

Maxell Corporation of 

America

Maxell Europe Ltd.

Maxell Asia, Ltd.

Maxell Tohshin(Malaysia)

Sdn.Bhd.

Maxell Asia(Singapore)

Pte. Ltd.

無錫日立マクセル有限公司

 (2) 主要な非連結子会社の名称等

主要な非連結子会社の名称

㈱マクセルビジネス

サービス

マクセルロジスティクス㈱

マクセルソフトエンジニア

リング㈱

 (2) 主要な非連結子会社の名称等

主要な非連結子会社の名称

㈱マクセルビジネス

サービス

マクセルロジスティクス㈱

マクセルソフトエンジニア

リング㈱

 (2) 主要な非連結子会社の名称等

主要な非連結子会社の名称

㈱マクセルビジネス

サービス

マクセルロジスティクス㈱

マクセルソフトエンジニア

リング㈱

   (連結の範囲から除いた理由)

 非連結子会社９社は、いず

れも小規模であり、合計の総

資産、売上高、中間純損益

(持分に見合う額)及び利益剰

余金(持分に見合う額)等はい

ずれも中間連結財務諸表に重

要な影響を及ぼしておりませ

ん。

   (連結の範囲から除いた理由)

 非連結子会社８社は、いず

れも小規模であり、合計の総

資産、売上高、中間純損益

(持分に見合う額)及び利益剰

余金(持分に見合う額)等はい

ずれも中間連結財務諸表に重

要な影響を及ぼしておりませ

ん。

   (連結の範囲から除いた理由)

 非連結子会社７社は、いず

れも小規模であり、合計の総

資産、売上高、当期純損益

(持分に見合う額)及び利益剰

余金(持分に見合う額)等はい

ずれも連結財務諸表に重要な

影響を及ぼしておりません。



前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 

２ 持分法の適用に関する事項

 (1) 持分法適用の非連結子会社数

９社

 非連結子会社については、

すべて持分法を適用しており

ます。

 主要な非連結子会社は次の

とおりであります。

㈱マクセルビジネス 

サービス 

マクセルロジスティクス㈱

マクセルソフトエンジニア

リング㈱
 

２ 持分法の適用に関する事項

 (1) 持分法適用の非連結子会社数

８社

 非連結子会社については、

すべて持分法を適用しており

ます。

 主要な非連結子会社は次の

とおりであります。

㈱マクセルビジネス 

サービス 

マクセルロジスティクス㈱

マクセルソフトエンジニア

リング㈱
 

２ 持分法の適用に関する事項

 (1) 持分法適用の非連結子会社数

７社

 非連結子会社については、

すべて持分法を適用しており

ます。

 主要な非連結子会社は次の

とおりであります。

㈱マクセルビジネス 

サービス 

マクセルロジスティクス㈱

マクセルソフトエンジニア

リング㈱

 前連結会計年度において持

分法を適用しておりました非

連結子会社のうち、２社を清

算いたしました。

 (2) 持分法適用の関連会社数

２社

 主要な持分法適用の関連会

社は次のとおりであります。

エイブリィ デニソン 

マクセル㈱

 (2) 持分法適用の関連会社数

２社

 主要な持分法適用の関連会

社は次のとおりであります。

エイブリィ デニソン 

マクセル㈱

 (2) 持分法適用の関連会社数

２社

 主要な持分法適用の関連会

社は次のとおりであります。

エイブリィ デニソン 

マクセル㈱

 (3) 持分法を適用していない関連

会社

 持分法を適用していない関

連会社(Next Media Holdings 

Ltd.)は、中間連結純損益及

び利益剰余金等に及ぼす影響

が軽微であり、かつ全体とし

ても重要性がないため、持分

法の適用範囲から除外してお

ります。

 (3) 持分法を適用していない関連

会社

 ―――

 (3) 持分法を適用していない関連

会社  無

 前連結会計年度において持

分法を適用していない関連会

社 (Next  Media  Holdings 

Ltd.)は、株式の売却等によ

り関連会社でなくなりまし

た。

３ 連結子会社の中間決算日等に関

する事項

 連結子会社の中間決算日は、

無錫日立マクセル有限公司及び

マクセル(上海)貿易有限公司を

除きすべて中間連結決算日と一

致しております。

 無錫日立マクセル有限公司及

びマクセル(上海)貿易有限公司

の中間決算日は６月30日であり

ますが、９月30日現在で実施し

た仮決算に基づく中間財務諸表

を使用しております。

３ 連結子会社の中間決算日等に関

する事項

 連結子会社の中間決算日は、

無錫日立マクセル有限公司及び

マクセル(上海)貿易有限公司を

除きすべて中間連結決算日と一

致しております。

 無錫日立マクセル有限公司及

びマクセル(上海)貿易有限公司

の中間決算日は６月30日であり

ますが、９月30日現在で実施し

た仮決算に基づく中間財務諸表

を使用しております。

３ 連結子会社の事業年度等に関す

る事項

 連結子会社の決算日は、無錫

日立マクセル有限公司及びマク

セル(上海)貿易有限公司を除き

すべて連結決算日と一致してお

ります。

 無錫日立マクセル有限公司及

びマクセル(上海)貿易有限公司

の決算日は12月31日であります

が、３月31日現在で実施した仮

決算に基づく財務諸表を使用し

ております。



 

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

４ 会計処理基準に関する事項

 (1) 重要な資産の評価基準及び評

価方法

  ① 有価証券

満期保有目的の債券

 償却原価法(定額法)

子会社株式及び関連会社株

式

 移動平均法による原価法

その他有価証券

 時価のあるもの

  中間決算日の市場価格

等に基づく時価法(評

価差額は全部純資産直

入法により処理し、売

却原価は移動平均法に

より算定しておりま

す。)

 時価のないもの

  移動平均法による原価

法 

 なお、投資事業有限

責任組合及びそれに類

する組合への出資(証

券取引法第２条第２項

により有価証券とみな

されるもの)について

は、組合契約に規定さ

れる決算報告日に応じ

て入手可能な最近の決

算書を基礎とし、持分

相当額を純額で取り込

む方法によっておりま

す。

４ 会計処理基準に関する事項

 (1) 重要な資産の評価基準及び評

価方法

  ① 有価証券

満期保有目的の債券

 償却原価法(定額法)

子会社株式及び関連会社株

式

 移動平均法による原価法

その他有価証券

 時価のあるもの

  中間決算日の市場価格

等に基づく時価法(評

価差額は全部純資産直

入法により処理し、売

却原価は移動平均法に

より算定しておりま

す。)

 時価のないもの

  移動平均法による原価

法 

 なお、投資事業有限

責任組合及びそれに類

する組合への出資(金

融商品取引法第２条第

２項により有価証券と

みなされるもの)につ

いては、組合契約に規

定される決算報告日に

応じて入手可能な最近

の決算書を基礎とし、

持分相当額を純額で取

り込む方法によってお

ります。

４ 会計処理基準に関する事項

 (1) 重要な資産の評価基準及び評

価方法

  ① 有価証券

満期保有目的の債券

 償却原価法(定額法)

子会社株式及び関連会社株

式

 移動平均法による原価法

その他有価証券

 時価のあるもの

  決算期末日の市場価格

等に基づく時価法(評

価差額は全部純資産直

入法により処理し、売

却原価は移動平均法に

より算定しておりま

す。)

 時価のないもの

  移動平均法による原価

法

   なお、投資事業有限

責任組合及びそれに類

する組合への出資(証

券取引法第２条第２項

により有価証券とみな

されるもの)について

は、組合契約に規定さ

れる決算報告日に応じ

て入手可能な最近の決

算書を基礎とし、持分

相当額を純額で取り込

む方法によっておりま

す。

  ② デリバティブ

時価法

  ② デリバティブ

時価法

  ② デリバティブ

時価法

  ③ たな卸資産

 先入先出法により評価を

行っている一部の子会社を

除き、主として総平均法に

基づく低価法により評価し

ております。

  ③ たな卸資産

 先入先出法により評価を

行っている一部の子会社を

除き、主として総平均法に

基づく低価法により評価し

ております。

  ③ たな卸資産

 先入先出法により評価を

行っている一部の子会社を

除き、主として総平均法に

基づく低価法により評価し

ております。

 (2) 重要な減価償却資産の減価償

却方法

  ① 有形固定資産

 当社及び国内連結子会社

は主として定率法(ただ

し、建物(建物附属設備を

除く。)については定額法)

を採用し、在外連結子会社

は主として定額法を採用し

ております。

 なお、主な耐用年数は以

下のとおりであります。

建物及び 
構築物

３～50年

機械装置及び 
運搬具

３～９年

 (2) 重要な減価償却資産の減価償

却方法

  ① 有形固定資産

 当社及び国内連結子会社

は主として定率法(ただ

し、建物(建物附属設備を

除く。)については定額法)

を採用し、在外連結子会社

は主として定額法を採用し

ております。

 なお、主な耐用年数は以

下のとおりであります。

建物及び
構築物

３～50年

機械装置及び
運搬具

３～９年

 (2) 重要な減価償却資産の減価償

却方法

  ① 有形固定資産

 当社及び国内連結子会社

は主として定率法(ただ

し、建物(建物附属設備を

除く。)については定額法)

を採用し、在外連結子会社

は主として定額法を採用し

ております。

 なお、主な耐用年数は以

下のとおりであります。

建物及び 
構築物

３～50年

機械装置及び 
運搬具

３～９年



前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

  ② 無形固定資産

 定額法を採用しておりま

す。なお、自社利用のソフ

トウェアについては、社内

における利用可能期間(５

年)に基づく定額法を採用

しております。

  ② 無形固定資産

 定額法を採用しておりま

す。なお、自社利用のソフ

トウェアについては、社内

における利用可能期間(５

年)に基づく定額法を採用

しております。

  ② 無形固定資産

 定額法を採用しておりま

す。なお、自社利用のソフ

トウェアについては、社内

における利用可能期間(５

年)に基づく定額法を採用

しております。

 (3) 重要な引当金の計上基準

  ① 貸倒引当金

 売上債権、貸付金等の貸

倒損失に備えるため、一般

債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別に

回収可能性を検討し、回収

不能見込額を計上しており

ます。

 (3) 重要な引当金の計上基準

  ① 貸倒引当金

 売上債権、貸付金等の貸

倒損失に備えるため、一般

債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別に

回収可能性を検討し、回収

不能見込額を計上しており

ます。

 (3) 重要な引当金の計上基準

  ① 貸倒引当金

 売上債権、貸付金等の貸

倒損失に備えるため、一般

債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別に

回収可能性を検討し、回収

不能見込額を計上しており

ます。

  ② 退職給付引当金

 従業員の退職給付に備え

るため、当連結会計年度末

における退職給付債務及び

年金資産の見込額に基づ

き、当中間連結会計期間末

において発生していると認

められる額を計上しており

ます。

 過去勤務債務は、その発

生時における従業員の平均

残存勤務年数(10～15年)に

よる定額法により費用処理

しております。

 数理計算上の差異は、そ

の発生時における従業員の

平均残存勤務年数(８～18

年)による定額法により翌

連結会計年度から費用処理

しております。

  ② 退職給付引当金

 従業員の退職給付に備え

るため、当連結会計年度末

における退職給付債務及び

年金資産の見込額に基づ

き、当中間連結会計期間末

において発生していると認

められる額を計上しており

ます。

 過去勤務債務は、その発

生時における従業員の平均

残存勤務年数(10～15年)に

よる定額法により費用処理

しております。

 数理計算上の差異は、そ

の発生時における従業員の

平均残存勤務年数(８～18

年)による定額法により翌

連結会計年度から費用処理

しております。

  ② 退職給付引当金

 従業員の退職給付に備え

るため、当連結会計年度末

における退職給付債務及び

年金資産の見込額に基づき

計上しております。

 過去勤務債務は、その発

生時における従業員の平均

残存勤務年数(10年～15年)

による定額法により費用処

理しております。

 数理計算上の差異は、そ

の発生時における従業員の

平均残存勤務年数(８～18

年)による定額法により翌

連結会計年度から費用処理

しております。

  ③ 役員退職慰労引当金

 役員の退職慰労金の支出

に備えて、当社及び国内連

結子会社は、内規に基づく

中間連結会計期間末要支給

額を計上しております。

  ③ 役員退職慰労引当金

 役員の退職慰労金の支出

に備えて、当社及び国内連

結子会社は、内規に基づく

中間連結会計期間末要支給

額を計上しております。

  ③ 役員退職慰労引当金

 役員の退職慰労金の支出

に備えて、当社及び国内連

結子会社は、内規に基づく

連結会計年度末要支給額を

計上しております。

 (4) 重要な外貨建の資産又は負債

の本邦通貨への換算の基準

 外貨建金銭債権債務は、中

間連結決算日の直物為替相場

により円貨に換算し、換算差

額は損益として処理しており

ます。なお、在外子会社等の

資産及び負債は、中間連結決

算日の直物為替相場により円

貨に換算し、収益及び費用は

期中平均相場により円貨に換

算し、換算差額は純資産の部

における為替換算調整勘定に

含めて計上しております。

 (4) 重要な外貨建の資産又は負債

の本邦通貨への換算の基準

 外貨建金銭債権債務は、中

間連結決算日の直物為替相場

により円貨に換算し、換算差

額は損益として処理しており

ます。なお、在外子会社等の

資産及び負債は、中間連結決

算日の直物為替相場により円

貨に換算し、収益及び費用は

期中平均相場により円貨に換

算し、換算差額は純資産の部

における為替換算調整勘定に

含めて計上しております。

 (4) 重要な外貨建の資産又は負債

の本邦通貨への換算の基準

 外貨建金銭債権債務は、連

結決算期末日の直物為替相場

により円貨に換算し、換算差

額は損益として処理しており

ます。なお、在外子会社等の

資産及び負債は、連結決算期

末日の直物為替相場により円

貨に換算し、収益及び費用は

期中平均相場により円貨に換

算し、換算差額は純資産の部

における為替換算調整勘定に

含めて計上しております。



 
  

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 (5) 重要なリース取引の処理方法

 リース物件の所有権が借主

に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース

取引については、通常の賃貸

借取引に係る方法に準じた会

計処理によっております。

 (5) 重要なリース取引の処理方法

 リース物件の所有権が借主

に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース

取引については、通常の賃貸

借取引に係る方法に準じた会

計処理によっております。

 (5) 重要なリース取引の処理方法

 リース物件の所有権が借主

に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース

取引については、通常の賃貸

借取引に係る方法に準じた会

計処理によっております。

 (6) 重要なヘッジ会計の方法

  ① ヘッジ会計の方法

    繰延ヘッジ

 (6) 重要なヘッジ会計の方法

  ① ヘッジ会計の方法

    繰延ヘッジ

 (6) 重要なヘッジ会計の方法

  ① ヘッジ会計の方法

    繰延ヘッジ

  ② ヘッジ手段とヘッジ対象

 固定金利の社債の価格変

動リスクに対してヘッジす

る為に金利スワップを利用

しております。

  ② ヘッジ手段とヘッジ対象

 固定金利の社債の価格変

動リスクに対してヘッジす

る為に金利スワップを利用

しております。

  ② ヘッジ手段とヘッジ対象

 固定金利の社債の価格変

動リスクに対してヘッジす

る為に金利スワップを利用

しております。

  ③ ヘッジ方針

 リスク・カテゴリー別に

必要なヘッジ手段を選択し

ております。

  ③ ヘッジ方針

 リスク・カテゴリー別に

必要なヘッジ手段を選択し

ております。

  ③ ヘッジ方針

 リスク・カテゴリー別に

必要なヘッジ手段を選択し

ております。

  ④ ヘッジ有効性評価の方法

 ヘッジ開始時から有効性

判定時点までの期間におい

て、ヘッジ対象の相場変動

又はキャッシュ・フロー変

動の累計とヘッジ手段の相

場変動又はキャッシュ・フ

ロー変動の累計とを比較

し、両者の変動額等を基礎

にして判断しております。

  ④ ヘッジ有効性評価の方法

 ヘッジ開始時から有効性

判定時点までの期間におい

て、ヘッジ対象の相場変動

又はキャッシュ・フロー変

動の累計とヘッジ手段の相

場変動又はキャッシュ・フ

ロー変動の累計とを比較

し、両者の変動額等を基礎

にして判断しております。

  ④ ヘッジ有効性評価の方法

 ヘッジ開始時から有効性

判定時点までの期間におい

て、ヘッジ対象の相場変動

又はキャッシュ・フロー変

動の累計とヘッジ手段の相

場変動又はキャッシュ・フ

ロー変動の累計とを比較

し、両者の変動額等を基礎

にして判断しております。

 (7) その他中間連結財務諸表作成

のための重要な事項

消費税等の会計処理

 消費税及び地方消費税の会

計処理は、税抜方式を採用し

ております。

 (7) その他中間連結財務諸表作成

のための重要な事項

消費税等の会計処理

 消費税及び地方消費税の会

計処理は、税抜方式を採用し

ております。

 (7) その他連結財務諸表作成のた

めの重要な事項

消費税等の会計処理

 消費税及び地方消費税の会

計処理は、税抜方式を採用し

ております。

５ 中間連結キャッシュ・フロー計

算書における資金の範囲

 中間連結キャッシュ・フロー

計算書における資金(現金及び

現金同等物)は、手許現金、随

時引き出し可能な預金及び容易

に換金可能であり、かつ、価値

の変動について僅少なリスクし

か負わない取得日から３ヶ月以

内に償還期限の到来する短期投

資からなっております。

５ 中間連結キャッシュ・フロー計

算書における資金の範囲

 中間連結キャッシュ・フロー

計算書における資金(現金及び

現金同等物)は、手許現金、随

時引き出し可能な預金及び容易

に換金可能であり、かつ、価値

の変動について僅少なリスクし

か負わない取得日から３ヶ月以

内に償還期限の到来する短期投

資からなっております。

５ 連結キャッシュ・フロー計算書

における資金の範囲

 連結キャッシュ・フロー計算

書における資金(現金及び現金

同等物)は、手許現金、随時引

き出し可能な預金及び容易に換

金可能であり、かつ、価値の変

動について僅少なリスクしか負

わない取得日から３ヶ月以内に

償還期限の到来する短期投資か

らなっております。



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 （貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準） 

 当中間連結会計期間から「貸借

対照表の純資産の部の表示に関す

る会計基準」（企業会計基準委員

会 平成17年12月９日 企業会計基

準第５号）及び「貸借対照表の純

資産の部の表示に関する会計基準

等の適用指針」（企業会計基準委

員会 平成17年12月９日 企業会

計基準適用指針第８号）を適用し

ております。 

 なお、従来の「資本の部」の合

計に相当する金額は 194,820百万

円であります。 

 中間連結財務諸表規則の改正に

より、当中間連結会計期間におけ

る中間連結財務諸表の純資産の部

については、改正後の中間連結財

務諸表規則により作成しておりま

す。

―――
 

 （貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準等） 

 当連結会計年度から「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会

計基準」(企業会計基準委員会 平

成17年12月９日 企業会計基準第

５号)及び「貸借対照表の純資産の

部の表示に関する会計基準等の適

用指針」(企業会計基準委員会 平

成17年12月９日 企業会計基準適

用指針第８号)を適用しておりま

す。 

 なお、従来の「資本の部」の合

計に相当する金額は196,001百万円

であります。 

 連結財務諸表規則の改正によ

り、当連結会計年度における連結

財務諸表の純資産の部について

は、改正後の連結財務諸表規則に

より作成しております。

――― （有形固定資産の減価償却方法の変

更） 

 当中間連結会計期間より、法人

税法の改正に伴い、平成19年４月

１日以降に取得したものについて

は、改正後の法人税法に基づく方

法に変更しております。 

 これにより、営業利益、経常利

益及び税金等調整前中間純利益

は、それぞれ165百万円減少してお

ります。

（追加情報） 

 当中間連結会計期間より、法人

税法改正に伴い、平成19年３月31

日以前に取得した有形固定資産に

ついては、改正前の法人税法に基

づく減価償却の方法の適用により

取得価額の５％に到達した連結会

計年度の翌連結会計年度より、取

得価額の５％相当額と備忘価額と

の差額を５年間にわたり均等償却

し、減価償却費に含めて計上して

おります。 

 これにより、営業利益、経常利

益及び税金等調整前中間純利益

は、それぞれ137百万円減少してお

ります。

―――



表示方法の変更 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

――― (中間連結貸借対照表)

 「関係会社預け金」は、当中間連結会計期間において

総資産額の100分の５を超えることとなりましたので独

立掲記しております。なお、前中間連結会計期間は流動

資産の「その他」に10,222百万円含まれております。

(中間連結損益計算書)

１ 「たな卸資産処分損」は当中間連結会計期間におい

て営業外費用の100分の10を超えることとなりました

ので独立掲記しております。 

 なお、前中間連結会計期間は「雑損失」に60百万円

含まれております。

２ 前中間連結会計期間において独立掲記しておりまし

た「賃貸料原価」（当中間連結会計期間66百万円）は

金額が僅少となりましたので、当中間連結会計期間か

ら「雑損失」に含めて表示しております。

（中間連結損益計算書）

１ 前中間連結会計期間において独立掲記しておりまし

た「退職給付費用」（当中間連結会計期間348百万

円）は金額が僅少となりましたので、当中間連結会計

期間から販売費及び一般管理費の「その他」に含めて

表示しております。

２ 前中間連結会計期間において独立掲記しておりまし

た「役員退職慰労引当金繰入額」（当中間連結会計期

間86百万円）は金額が僅少となりましたので、当中間

連結会計期間から販売費及び一般管理費の「その他」

に含めて表示しております。

３ 前中間連結会計期間において独立掲記しておりまし

た「持分法による投資利益」（当中間連結会計期間４

百万円）は金額が僅少となりましたので、当中間連結

会計期間から「雑収益」に含めて表示しております。

４ 「材料作業屑処分益」は当中間連結会計期間におい

て営業外収益の100分の10を超えることとなりました

ので独立掲記しております。 

 なお、前中間連結会計期間は「雑収益」に156百万

円含まれております。

５ 前中間連結会計期間において独立掲記しておりまし

た「売上割引」（当中間連結会計期間159百万円）は

金額が僅少となりましたので、当中間連結会計期間か

ら「雑損失」に含めて表示しております。

（中間連結キャッシュ・フロー計算書） 

 「投資有価証券評価損」は当中間連結会計期間より、

独立掲記しております。 

 なお、前中間連結会計期間は営業活動によるキャッ

シュ・フローの「その他」に17百万円含まれておりま

す。

（中間連結キャッシュ・フロー計算書）

 前中間連結会計期間において独立掲記しておりました

「持分法による投資利益」（当中間連結会計期間△4百

万円）は重要性に乏しいため、当中間連結会計期間から

営業活動によるキャッシュ・フローの「その他」に含め

て表示しております。



注記事項 

(中間連結貸借対照表関係) 

  

 
  

(中間連結損益計算書関係) 

  

前中間連結会計期間末
(平成18年９月30日)

当中間連結会計期間末
(平成19年９月30日)

前連結会計年度末 
(平成19年３月31日)

※１ 有形固定資産減価償却累計額

142,052百万円

 減価償却累計額には、減損損失

累計額を含めております。

有形固定資産減価償却累計額

152,395百万円

 減価償却累計額には、減損損失

累計額を含めております。

有形固定資産減価償却累計額

141,535百万円

 減価償却累計額には、減損損失

累計額を含めております。

 ２ 偶発債務として、下記のとおり保

証債務があります。

エイブリィ デニソン マクセル
㈱

(銀行借入金保証)

118百万円

偶発債務として、下記のとおり保

証債務があります。

エイブリィ デニソン マクセル
㈱

(銀行借入金保証)

124百万円

偶発債務として、下記のとおり保

証債務があります。

エイブリィ デニソン マクセル
㈱

(銀行借入金保証)

148百万円

※３ ――― 手形割引高及び裏書譲渡高

受取手形裏書譲渡高 556百万円

―――

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

※１

 

固定資産売却益の内容は次のとお

りであります。

建物及び構築物 1百万円

機械装置及び運搬具 11 〃

計 12 〃

 

固定資産売却益の内容は次のとお

りであります。

建物及び構築物 4百万円

機械装置及び運搬具 228 〃

その他 5 〃

計 237 〃

固定資産売却益の内容は次のとお

りであります。

建物及び構築物 3百万円

機械装置及び運搬具 263 〃

土地 23 〃

その他 1 〃

計 290 〃

※２ 固定資産除却売却損の内容は次の

とおりであります。

建物及び構築物 57百万円

機械装置及び 
運搬具

324 〃

その他 44 〃

無形固定資産 3 〃

計 428 〃

固定資産除却売却損の内容は次の

とおりであります。

建物及び構築物 31百万円

機械装置及び
運搬具

557 〃

その他 52 〃

無形固定資産 2 〃

計 642 〃

固定資産除却売却損の内容は次の

とおりであります。

建物及び構築物 49百万円

機械装置及び
運搬具

539 〃

その他 129 〃

無形固定資産 14 〃

計 731 〃



 
  

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

※３ 固定資産減損損失 固定資産減損損失 固定資産減損損失

 

 当社グループは、主に管理会計

上の区分を考慮して資産グループ

を決定しております

 将来キャッシュ・フローの回収

額を見積もった結果、将来の使用

が見込まれていない遊休資産につ

いて回収可能価額まで減額し、当

該減損額を固定資産減損損失(15

百万円)として特別損失に計上し

ております。

用途 場所 種類
固定資産 
減損損失 
(百万円)

遊休資産

兵庫県 

小野市他

１件

土地 15

 なお、当該資産の回収可能価額

は、正味売却価額と使用価値のい

ずれか高い価額としております。

正味売却価額は路線価等に基づき

算定しております。

 

 当社グループは、主に管理会計

上の区分を考慮して資産グループ

を決定しております

 将来キャッシュ・フローの回収

額を見積もった結果、収益性が低

下した事業用資産について回収可

能価額まで減額し、当該減損額を

固定資産減損損失(405百万円)と

して特別損失に計上しておりま

す。

用途 場所 種類
固定資産
減損損失
(百万円)

生産設備
茨城県 

常総市

機械装置

及び運搬

具他

405

 なお、当該資産の回収可能価額

は、正味売却価額と使用価値のい

ずれか高い価額としております。

正味売却価額は合理的に算定され

た価額に基づき評価しておりま

す。

 

 当社グループは、主に管理会計

上の区分を考慮して資産グループ

を決定しております。

 将来キャッシュ・フローの回収

額を見積もった結果、将来の使用

が見込まれていない遊休資産につ

いて回収可能価額まで減額し、当

該減損額を固定資産減損損失(15

百万円)として特別損失に計上し

ております。

用途 場所 種類
固定資産 
減損損失 
(百万円)

遊休資産

兵庫県 

小野市他 

１件

土地 15

 なお、当該資産の回収可能価額

は、正味売却価額と使用価値のい

ずれか高い価額としております。

正味売却価額は路線価等に基づき

算定しております。



(中間連結株主資本等変動計算書関係) 

  

前中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

１ 発行済株式に関する事項 

 
  

２ 自己株式に関する事項 

 
（注）増加は単元未満株式の買取によるものであり、減少は役員退職慰労金規則に基づく、退任取締役及び退任執行

役に対する譲渡及び単元未満株式の買増請求に応じたものであります。 

  

３ 新株予約権等に関する事項 

   該当事項はありません。 

  

４ 配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

 
  

(2) 基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間末後と

なるもの 

 
  

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(株) 99,532,133 ─ ─ 99,532,133

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(株) 3,531,490 818 23,264 3,509,044

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成18年５月19日 
取締役会

普通株式 912 9.5 平成18年３月31日 平成18年５月31日

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成18年10月26日 
取締役会

普通株式 利益剰余金 960 10.0 平成18年９月30日 平成18年11月30日



当中間連結会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

１ 発行済株式に関する事項 

 
  

２ 自己株式に関する事項 

 
（注）増加は単元未満株式の買取によるものであり、減少は役員退職慰労金規則に基づく、退任取締役及び退任執行

役に対する譲渡及び単元未満株式の買増請求に応じたものであります。 

  

３ 新株予約権等に関する事項 

   該当事項はありません。 

  

４ 配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

 
  

(2) 基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間末後と

なるもの 

 
  

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(株) 99,532,133 ─ ─ 99,532,133

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(株) 3,510,623 860 27,738 3,483,745

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成19年５月21日 
取締役会

普通株式 960 10.0 平成19年３月31日 平成19年５月31日

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成19年10月30日 
取締役会

普通株式 利益剰余金 960 10.0 平成19年９月30日 平成19年11月30日



前連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

１ 発行済株式に関する事項 

 
  

２ 自己株式に関する事項 

 
（注）増加は単元未満株式の買取によるものであり、減少は役員退職慰労金規則に基づく、退任取締役及び退任執行

役に対する譲渡及び単元未満株式の買取請求に応じたものであります。 

  

３ 新株予約権等に関する事項 

   該当事項はありません。 

  

４ 配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

 
  

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

 
  

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 99,532,133 ─ ─ 99,532,133

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 3,531,490 2,443 23,310 3,510,623

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成18年５月19日 
取締役会

普通株式 912 9.5 平成18年３月31日 平成18年５月31日

平成18年10月26日 
取締役会

普通株式 960 10.0 平成18年９月30日 平成18年11月30日

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成19年５月21日 
取締役会

普通株式 利益剰余金 960 10.0 平成19年３月31日 平成19年５月31日



(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 １

 

現金及び現金同等物の中間期末残

高と中間連結貸借対照表に掲記さ

れている科目の金額との関係

(平成18年９月30日)
現金及び預金勘定 7,995百万円

有価証券(マネーマネー
ジメントファンド）

6,846 〃

その他流動資産 10,559 〃

現金及び現金同等物 25,400 〃  

現金及び現金同等物の中間期末残

高と中間連結貸借対照表に掲記さ

れている科目の金額との関係

(平成19年９月30日)
現金及び預金勘定 12,537百万円

関係会社預け金 25,836 〃

その他流動資産 467 〃

現金及び現金同等物 38,840  〃

現金及び現金同等物の期末残高と

連結貸借対照表に掲記されている

科目の金額との関係

(平成19年３月31日)
現金及び預金勘定 11,086百万円

有価証券(マネーマネー
ジメントファンド）

3,355 〃

関係会社預け金 21,890 〃

その他流動資産 352 〃

現金及び現金同等物 36,683 〃

※２ ―――

 

株式の取得により新たに連結子会

社となった会社の資産及び負債の

主な内訳

流動資産 6,375百万円

固定資産 15,523 〃

のれん 107 〃

流動負債 △5,567 〃

固定負債 △4,163 〃

㈱スリオンテック
株式の取得価額

12,275 〃

㈱スリオンテック 

現金及び現金同等物
△1,228 〃

㈱スリオンテック 

取得のための支出
11,047 〃

―――



次へ 

(リース取引関係) 

  

 

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引の内容は次のとお

りであります。

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額

取得価額 
相当額 
(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 

(百万円)

中間期末
残高 

相当額 
(百万円)

建物 878 252 626

機械装置 
及び 
運搬具

46 28 18

その他 
(工具器具 
及び備品)

217 132 85

無形固定
資 産（ソ
フトウェ
ア）

49 43 6

合計 1,190 455 735

 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引の内容は次のとお

りであります。

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額

取得価額
相当額 

(百万円)

減価償却
累計額 
相当額 

(百万円)

中間期末
残高 

相当額 
(百万円)

建物 956 296 660

機械装置 
及び 
運搬具

47 31 16

その他 
(工具器具 
及び備品)

268 79 189

合計 1,271 406 865

 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引の内容は次のとお

りであります。

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末

残高相当額

取得価額
相当額 
(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 

(百万円)

期末残高
相当額 

(百万円)

建物 920 278 642

機械装置
及び 
運搬具

52 33 19

その他
(工具器具
及び備品)

270 138 132

合計 1,242 449 793

② 未経過リース料中間期末残高相

当額

 １年内 80百万円

 １年超 730 〃

  計 810 〃

② 未経過リース料中間期末残高相

当額

 １年内 101百万円

 １年超 850 〃

  計 951 〃

② 未経過リース料期末残高相当額

 １年内 88百万円

 １年超 787 〃

  計 875 〃

③ 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額

支払リース料 64百万円

減価償却費相当額 56 〃

支払利息相当額 10 〃

③ 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額

支払リース料 65百万円

減価償却費相当額 56 〃

支払利息相当額 11 〃

③ 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額

支払リース料 150百万円

減価償却費相当額 133 〃

支払利息相当額 22 〃

④ 減価償却費相当額の算定方法

   リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法によ

っております。

④ 減価償却費相当額の算定方法

   リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法によ

っております。

④ 減価償却費相当額の算定方法

   リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法によ

っております。

⑤ 利息相当額の算定方法

   リース料総額とリース物件の

取得価額相当額との差額を利息

相当額とし、各期への配分方法

については、利息法によってお

ります。

⑤ 利息相当額の算定方法

   リース料総額とリース物件の

取得価額相当額との差額を利息

相当額とし、各期への配分方法

については、利息法によってお

ります。

⑤ 利息相当額の算定方法

   リース料総額とリース物件の

取得価額相当額との差額を利息

相当額とし、各期への配分方法

については、利息法によってお

ります。



(有価証券関係) 

前中間連結会計期間末(平成18年９月30日) 

１ 時価のある有価証券 

  

 
(注) その他有価証券で時価のあるものにおいて、簿価に対して時価の下落率が著しい銘柄については、回復可能性

を判断した上で減損処理を行っております。当中間連結会計期間において、減損処理の対象となる銘柄はあり

ません。 

  

２ 時価評価されていない主な有価証券(上記１を除く) 

  

 
  

当中間連結会計期間末(平成19年９月30日) 

１ 時価のある有価証券 

  

 
(注) その他有価証券で時価のあるものにおいて、簿価に対して時価の下落率が著しい銘柄については、回復可能性

を判断した上で減損処理を行っております。 

 
  

区分
取得原価
(百万円)

中間連結貸借
対照表計上額 
(百万円)

差額 
(百万円)

その他有価証券

① 株式 1,056 1,929 873

② 債券 社債 54,489 51,104 △3,385

③ その他 10,540 10,343 △197

合計 66,085 63,376 △2,709

内容
中間連結貸借対照表計上額 

(百万円)

(1) 子会社株式及び関連会社株式 1,452

(2) その他有価証券

非上場株式 17

非上場外国株式 410

非上場外国債券 4,321

投資事業有限責任組合及びそれに類する組合への出資 96

マネーマネージメントファンド 6,846

合計 13,142

区分
取得原価
(百万円)

中間連結貸借
対照表計上額 
(百万円)

差額 
(百万円)

その他有価証券

① 株式 1,074 1,883 809

② 債券 社債 34,039 30,770 △3,269

③ その他 8,421 8,315 △106

合計 43,534 40,968 △2,566

減損処理金額 328百万円



次へ 

２ 時価評価されていない主な有価証券(上記１を除く) 

  

 
  

前連結会計年度末(平成19年３月31日) 

１ 時価のある有価証券 

  

 
(注) その他有価証券で時価のあるものにおいて、簿価に対して時価の下落率が著しい銘柄については、回復可能性

を判断した上で減損処理を行っております。 

 
  

２ 時価評価されていない主な有価証券(上記１を除く) 

  

 
  

内容
中間連結貸借対照表計上額 

(百万円)

(1) 子会社株式及び関連会社株式 1,976

(2) その他有価証券

非上場株式 12

非上場外国株式 203

投資事業有限責任組合及びそれに類する組合への出資 79

合計 2,270

区分
取得原価
(百万円)

連結貸借
対照表計上額 
(百万円)

差額 
(百万円)

その他有価証券

① 株式 1,057 2,026 969

② 債券 社債 46,870 43,663 △3,207

③ その他 9,949 9,832 △117

合計 57,876 55,521 △2,355

減損処理金額 308百万円

内容 連結貸借対照表計上額(百万円)

(1) 子会社株式及び関連会社株式 1,413

(2) その他有価証券

  非上場株式 12

  非上場外国株式 175

  投資事業有限責任組合及びそれに類する組合への出資 80

  マネーマネージメントファンド 3,355

合計 5,035



(デリバティブ取引関係) 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益の状況 

前中間連結会計期間末(平成18年９月30日) 

  

 
(注) 時価の算定方法 

為替予約取引は先物為替相場によっております。 

通貨スワップ取引はスワップ契約を締結している金融機関から提示された価格によっております。 

  

 
(注)  ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は除いております。 

  

当中間連結会計期間末(平成19年９月30日) 

  

 
(注) 時価の算定方法 

為替予約取引は先物為替相場によっております。 

通貨スワップ取引はスワップ契約を締結している金融機関から提示された価格によっております。 

  

 
  

対象物の種類 取引の種類
契約額等
(百万円)

時価
(百万円)

評価損益 
(百万円)

通貨 為替予約取引

売建 9,554 9,805 △251

買建 338 344 6

スワップ取引 1,913 △106 △106

合計 ― ― △351

対象物の種類 取引の種類
契約額等
(百万円)

時価
(百万円)

評価損益 
(百万円)

金利 スワップ取引 ― ― ―

合計 ― ― ―

対象物の種類 取引の種類
契約額等
(百万円)

時価
(百万円)

評価損益 
(百万円)

通貨 為替予約取引

売建 10,150 10,027 124

買建 1,246 1,215 △31

スワップ取引 1,913 △241 △241

合計 ― ― △148

対象物の種類 取引の種類
契約額等
(百万円)

時価
(百万円)

評価損益 
(百万円)

金利 スワップ取引 10,000 △194 △194

合計 10,000 △194 △194



前へ 

前連結会計年度末(平成19年３月31日) 

  

 
(注) 時価の算定方法 

 為替予約取引は先物為替相場によっております。 

 通貨スワップ取引はスワップ契約を締結している金融機関から提示された価格によっております。 

  

  

 
(注) ヘッジ会計が適用されているものについては記載対象から除いております。 

  

(ストック・オプション等関係) 

前中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

該当事項はありません。 

  

当中間連結会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

該当事項はありません。 

  

前連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

該当事項はありません。 

  

対象物の種類 取引の種類
契約額等
(百万円)

時価
(百万円)

評価損益 
(百万円)

通貨 為替予約取引

売建 9,374 9,413 △39

買建 398 403 5

スワップ取引 1,913 △195 △195

合計 ― ― △229

対象物の種類 取引の種類
契約額等
(百万円)

時価
(百万円)

評価損益 
(百万円)

金利 スワップ取引 ― ― ―

合計 ― ― ―



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

 
(注) １ 事業区分は、当社製品の製造方法及び種類・使用目的等の類似性を考慮して区分しております。 

２ 各事業区分の主要製品 

 
３ セグメント事業区分の変更 

 従来、事業区分につきましては「情報メディア」、「オーディオ・ビデオ」及び「電池・電器」のセグメ

ント事業区分としてまいりましたが、市場変化により「オーディオ・ビデオ」製品が縮小する一方で、電池

事業及び新規事業が拡大しており、当社グループにおける事業構造が大きく変化してきたことから、事業の

実態を適切に反映させた事業区分とすることを目的に、当連結会計年度より「情報メディア」、「電池」及

び「材料・デバイス・電器」の事業区分に変更いたしました。主な変更点は、従来の「オーディオ・ビデ

オ」を情報メディアに統合し、また従来の「電池・電器」から「電池」を独立表示させ、さらに「材料・デ

バイス・電器」を新設し、「情報メディア」に含まれていた「新規事業」及び従来の「電池・電器」に含ま

れていた「電器」を統合したことであります。 

  

情報 
メディア 
(百万円)

電池
(百万円)

材料・
デバイス・ 

電器 
(百万円)

計
(百万円)

消去 
又は全社 
(百万円)

連結 
(百万円)

売上高

(1) 外部顧客に
対する売上高

57,315 22,491 19,323 99,129 ― 99,129

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

― ― ― ― (―) ―

計 57,315 22,491 19,323 99,129 (―) 99,129

営業費用 53,877 21,624 19,546 95,047 (―) 95,047

営業利益又は 
営業損失(△)     

3,438 867 △223 4,082 (―) 4,082

事業区分 主要製品

情報メディア

コンピュータテープ、放送用ビデオテープ、HD DVD、Blu-rayディスク、

DVD、CD、MOディスク、フロッピーディスク、ミニディスク、オーディオ

テ－プ、ビデオテープ

電池
リチウムイオン電池、コイン形リチウム二次電池、酸化銀電池、リチウム

一次電池、アルカリ乾電池

材料・デバイス・電器
光学部品、機能性材料、RFIDシステム、ICカード、小型電気機器、電鋳・

精密部品、金型・合成樹脂成形品 



当中間連結会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

  

 
(注) １ 事業区分は、当社製品の製造方法及び種類・使用目的等の類似性を考慮して区分しております。 

２ 各事業区分の主要製品 

 
  

情報 
メディア 
(百万円)

電池
(百万円)

材料・
デバイス・ 

電器 
(百万円)

計
(百万円)

消去 
又は全社 
(百万円)

連結 
(百万円)

売上高

(1) 外部顧客に
対する売上高

54,969 27,061 19,770 101,800 ― 101,800

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

― ― ― ― (―) ―

計 54,969 27,061 19,770 101,800 (―) 101,800

営業費用 53,558 25,446 20,278 99,282 (―) 99,282

営業利益又は 
営業損失(△)     

1,411 1,615 △508 2,518 (―) 2,518

事業区分 主要製品

情報メディア
コンピュータテープ、放送用ビデオテープ、ブルーレイディスク、 

HD DVD、DVD、CD、オーディオテ－プ、ビデオテープ

電池
リチウムイオン電池、コイン形リチウム二次電池、酸化銀電池、 

リチウム一次電池、アルカリ乾電池

材料・デバイス・電器
光学部品、機能性材料、RFIDシステム、ICカード、小型電気機器、 

電鋳・精密部品、金型・合成樹脂成形品



前連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  

 
(注) １ 事業区分は、当社製品の製造方法及び種類・使用目的等の類似性を考慮して区分しております。 

２ 各事業区分の主要製品 

 
３ セグメント事業区分の変更 

 従来、事業区分につきましては「情報メディア」、「オーディオ・ビデオ」及び「電池・電器」のセグメ

ント事業区分としてまいりましたが、市場変化により「オーディオ・ビデオ」製品が縮小する一方で、電池

事業及び新規事業が拡大しており、当社グループにおける事業構造が大きく変化してきたことから、事業の

実態を適切に反映させた事業区分とすることを目的に、当連結会計年度より「情報メディア」、「電池」及

び「材料・デバイス・電器」の事業区分に変更いたしました。主な変更点は、従来の「オーディオ・ビデ

オ」を「情報メディア」に統合し、また従来の「電池・電器」から「電池」を独立表示させ、さらに「材

料・デバイス・電器」を新設し、「情報メディア」に含まれていた「新規事業」及び従来の「電池・電器」

に含まれていた「電器」を統合したことであります。 

  

情報 
メディア 
(百万円)

電池
(百万円)

材料・
デバイス・ 

電器 
(百万円)

計
(百万円)

消去 
又は全社 
(百万円)

連結 
(百万円)

売上高

(1) 外部顧客に
対する売上高

116,681 47,051 38,508 202,240 ― 202,240

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

― ― ― ― (―) ―

計 116,681 47,051 38,508 202,240 (―) 202,240

営業費用 110,108 44,747 39,445 194,300 (―) 194,300

営業利益又は 
営業損失(△)     

6,573 2,304 △937 7,940 (―) 7,940

事業区分 主要製品

情報メディア

コンピュータテープ、放送用ビデオテープ、ブルーレイディスク、 

HD DVD、DVD、CD、MOディスク、フロッピーディスク、ミニディスク、 

オーディオテ－プ、ビデオテープ

電池
リチウムイオン電池、コイン形リチウム二次電池、酸化銀電池、 

リチウム一次電池、アルカリ乾電池

材料・デバイス・電器
光学部品、機能性材料、RFIDシステム、ICカード、小型電気機器、 

電鋳・精密部品、金型・合成樹脂成形品



【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

 
  

当中間連結会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

  

 
  

前連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  

 
(注) １ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２ 本邦以外の区分に属する主な国又は地域 

(1) 米州……アメリカ 

(2) 欧州……イギリス、ドイツ、スウェーデン、オランダ、フランス、イタリア 

(3) アジア他……中国、シンガポール、マレーシア 

  

日本
(百万円)

米州 
(百万円)

欧州
(百万円)

アジア他
(百万円)

計
(百万円)

消去 
又は全社 
(百万円)

連結 
(百万円)

売上高

(1) 外部顧客に対する
売上高

39,104 32,677 17,069 10,279 99,129 ― 99,129

(2) セグメント間の
内部売上高

31,062 163 ― 5,338 36,563 (36,563) ―

計 70,166 32,840 17,069 15,617 135,692 (36,563) 99,129

営業費用 66,585 32,495 16,981 15,382 131,443 (36,396) 95,047

営業利益 3,581 345 88 235 4,249 (167) 4,082

日本
(百万円)

米州 
(百万円)

欧州
(百万円)

アジア他
(百万円)

計
(百万円)

消去 
又は全社 
(百万円)

連結 
(百万円)

売上高

(1) 外部顧客に対する
売上高

37,472 34,682 18,316 11,330 101,800 ― 101,800

(2) セグメント間の
内部売上高

35,987 141 5 4,906 41,039 (41,039) ―

計 73,459 34,823 18,321 16,236 142,839 (41,039) 101,800

営業費用 71,718 34,213 18,225 15,974 140,130 (40,848) 99,282

営業利益 1,741 610 96 262 2,709 (191) 2,518

日本
(百万円)

米州 
(百万円)

欧州
(百万円)

アジア他
(百万円)

計
(百万円)

消去 
又は全社 
(百万円)

連結 
(百万円)

売上高

(1) 外部顧客に対する
売上高

78,908 66,742 36,107 20,483 202,240 ― 202,240

(2) セグメント間の
内部売上高

62,351 380 11 11,099 73,841 (73,841) ―

計 141,259 67,122 36,118 31,582 276,081 (73,841) 202,240

営業費用 134,534 66,110 36,427 31,024 268,095 (73,795) 194,300

営業利益 6,725 1,012 △309 558 7,986 (46) 7,940



【海外売上高】 

前中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

 
  

当中間連結会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

  

 
  

前連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  

 
(注) １ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２ 各区分に属する主な国又は地域 

(1) 米州……アメリカ、北米及び中南米 

(2) 欧州……イギリス、ドイツ、西欧及び東欧 

(3) アジア他……中国及び東南アジア 

３ 海外売上高は当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

  

(企業結合等関係) 

前中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

該当事項はありません。 

  

当中間連結会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

該当事項はありません。 

  

前連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

該当事項はありません。 

  

米州 
(百万円)

欧州
(百万円)

アジア他
(百万円)

計 
(百万円)

Ⅰ 海外売上高 30,085 16,913 16,938 63,936

Ⅱ 連結売上高 ― ― ― 99,129

Ⅲ 連結売上高に占める 
  海外売上高の割合

30.3％ 17.1％ 17.1％ 64.5％

米州 
(百万円)

欧州
(百万円)

アジア他
(百万円)

計 
(百万円)

Ⅰ 海外売上高 28,894 18,557 20,822 68,273

Ⅱ 連結売上高 ― ― ― 101,800

Ⅲ 連結売上高に占める 
  海外売上高の割合

28.4％ 18.2％ 20.5％ 67.1％

米州 
(百万円)

欧州
(百万円)

アジア他
(百万円)

計 
(百万円)

Ⅰ 海外売上高 61,688 35,778 32,470 129,936

Ⅱ 連結売上高 ― ― ― 202,240

Ⅲ 連結売上高に占める 
  海外売上高の割合

30.5％ 17.7％ 16.0％ 64.2％



(１株当たり情報) 

  

 
(注) 算定上の基礎 

   １ １株当たり純資産額 

 
     

     

   ２ １株当たり中間(当期)純利益金額 
  

 
  

(重要な後発事象) 

該当事項はありません。 

  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１株当たり純資産額 2,026.53円 １株当たり純資産額 2,030.98円 １株当たり純資産額 2,039.77円

１株当たり中間純利益 14.32円 １株当たり中間純利益 3.79円
１株当たり
当期純利益金額

30.16円

 

潜在株式調整後 
１株当たり中間純利益

―円

 

潜在株式調整後
１株当たり中間純利益

―円
潜在株式調整後
１株当たり 
当期純利益金額

―円

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益については、潜在株式が

存在しないため記載しておりませ

ん。

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益については、潜在株式が

存在しないため記載しておりませ

ん。

 なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益については、潜在株式が

存在しないため記載しておりませ

ん。

前中間連結会計期間末
(平成18年９月30日)

当中間連結会計期間末
(平成19年９月30日)

前連結会計年度末
(平成19年３月31日)

中間連結貸借対照表の純資産の
部の合計額(百万円)

194,594 195,072 195,862

普通株式に係る純資産額 
(百万円)

194,594 195,072 195,862

普通株式の発行済株式数 
(千株)

99,532 99,532 99,532

普通株式の自己株式数 
(千株)

3,509 3,484 3,510

１株当たり純資産額の算定に用
いられた普通株式の数(千株)

96,023 96,048 96,022

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１株当たり中間(当期) 
純利益金額

中間(当期)純利益(百万円) 1,375 364 2,896

普通株主に帰属しない金額
(百万円)

― ― ―

普通株式に係る中間(当期)
純利益(百万円)

1,375 364 2,896

普通株式の期中平均株式数
(千株)

96,011 96,034 96,017

希薄化効果を有しないため、潜
在株式調整後１株当たり中間(当
期)純利益の算定に含めなかった
潜在株式の概要

――― ――― ―――



２【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

  

前中間会計期間末

(平成18年９月30日)

当中間会計期間末

(平成19年９月30日)

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成19年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 926 713 1,245

 ２ 受取手形 688 448 615

 ３ 売掛金 25,623 27,274 24,800

 ４ 有価証券 16,350 10,893 6,847

 ５ たな卸資産 12,221 11,926 12,230

 ６ 関係会社預け金 ― 25,836 21,890

 ７ その他 ※３ 19,737 13,821 9,662

 ８ 貸倒引当金 △154 △85 △144

   流動資産合計 75,391 32.8 90,826 39.5 77,145 33.7

Ⅱ 固定資産

 １ 有形固定資産 ※１

  (1) 建物 16,661 15,925 16,339

  (2) 機械及び装置 13,924 13,074 13,634

  (3) 土地 28,488 28,488 28,488

  (4) その他 5,489 5,151 6,277

   有形固定資産合計 64,562 62,638 64,738

 ２ 無形固定資産 1,113 1,597 996

 ３ 投資その他の資産

  (1) 投資有価証券 58,645 30,248 52,225

  (2) 関係会社株式 18,446 30,720 18,445

  (3) 長期貸付金 2,681 1,942 2,551

  (4) その他 13,134 12,031 12,799

  (5) 貸倒引当金 △4,327 △3 △5

   投資その他の資産
   合計

88,579 74,938 86,015

   固定資産合計 154,254 67.2 139,173 60.5 151,749 66.3

   資産合計 229,645 100.0 229,999 100.0 228,894 100.0

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 買掛金 10,721 13,954 12,689

 ２ 未払費用 13,516 11,032 10,416

 ３ 未払法人税等 487 ― ―

 ４ その他 12,519 12,488 12,515

   流動負債合計 37,243 16.2 37,474 16.3 35,620 15.6

Ⅱ 固定負債

 １ 社債 10,000 10,000 10,000

 ２ 退職給付引当金 7,035 6,822 7,020

 ３ 役員退職慰労引当金 389 310 447

 ４ その他 917 343 421

   固定負債合計 18,341 8.0 17,475 7.6 17,888 7.8

   負債合計 55,584 24.2 54,949 23.9 53,508 23.4



 

前中間会計期間末

(平成18年９月30日)

当中間会計期間末

(平成19年９月30日)

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成19年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

 １ 資本金 12,203 5.3 12,203 5.3 12,203 5.3

 ２ 資本剰余金

  (1) 資本準備金 22,325 22,325 22,325

  (2) その他資本剰余金 2 2 2

   資本剰余金合計 22,327 9.7 22,327 9.7 22,327 9.8

 ３ 利益剰余金

  (1) 利益準備金 3,051 3,051 3,051

  (2) その他利益剰余金

    別途積立金 139,725 139,725 139,725

    圧縮記帳積立金 37 37 37

    繰越利益剰余金 3,545 4,197 4,594

   利益剰余金合計 146,358 63.7 147,010 63.9 147,407 64.4

 ４ 自己株式 △4,992 △2.1 △4,957 △2.1 △4,995 △2.2

   株主資本合計 175,896 76.6 176,583 76.8 176,942 77.3

Ⅱ 評価・換算差額等

 １ その他有価証券 
 評価差額金

△1,609 △0.7 △1,533 △0.7 △1,417 △0.6

 ２ 繰延ヘッジ損益 △226 △0.1 ― △139 △0.1

   評価・換算差額等 
 合計

△1,835 △0.8 △1,533 △0.7 △1,556 △0.7

   純資産合計 174,061 75.8 175,050 76.1 175,386 76.6

   負債純資産合計 229,645 100.0 229,999 100.0 228,894 100.0

 



② 【中間損益計算書】 

  

 
  

前中間会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間

(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度の
要約損益計算書

(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 56,942 100.0 61,056 100.0 115,223 100.0

Ⅱ 売上原価 39,911 70.1 44,382 72.7 80,618 70.0

   売上総利益 17,031 29.9 16,674 34,605 30.0

Ⅲ 販売費及び一般管理費 14,228 25.0 15,460 25.3 29,230 25.3

   営業利益 2,803 4.9 1,214 2.0 5,375 4.7

Ⅳ 営業外収益 ※１ 1,966 3.4 1,746 2.8 3,320 2.9

Ⅴ 営業外費用 ※２ 992 1.7 1,431 2.3 1,943 1.7

   経常利益 3,777 6.6 1,529 2.5 6,752 5.9

Ⅵ 特別利益 ※３ 2 0.0 456 0.7 1,907 1.6

Ⅶ 特別損失 ※４ 1,261 2.2 900 1.5 1,975 1.7

   税引前中間(当期)
   純利益

2,518 4.4 1,085 1.7 6,684 5.8

   法人税、住民税
   及び事業税

587 22 79

   法人税等調整額 451 1,038 1.8 500 522 0.8 3,116 3,195 2.8

   中間(当期)純利益 1,480 2.6 563 0.9 3,489 3.0



③ 【中間株主資本等変動計算書】 

前中間会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

 
  

 
  

 
  

株主資本

資本金
資本剰余金

資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計

平成18年３月31日残高(百万円) 12,203 22,325 ― 22,325

中間会計期間中の変動額

 自己株式の処分 2 2

中間会計期間中の変動額合計 
(百万円)

― ― 2 2

平成18年９月30日残高(百万円) 12,203 22,325 2 22,327

株主資本

利益剰余金

自己株式 株主資本合計
利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金

合計
別途積立金

圧縮記帳
積立金

繰越利益
剰余金

平成18年３月31日残高(百万円) 3,051 137,925 37 4,777 145,790 △5,024 175,294

中間会計期間中の変動額

 剰余金の配当 △912 △912 △912

 中間純利益 1,480 1,480 1,480

 別途積立金の積立て 1,800 △1,800 ― ―

 自己株式の取得 △1 △1

 自己株式の処分 33 35

中間会計期間中の変動額合計 
(百万円)

― 1,800 ― △1,232 568 32 602

平成18年９月30日残高(百万円) 3,051 139,725 37 3,545 146,358 △4,992 175,896

評価・換算差額等

純資産合計その他有価証券 
評価差額金

繰延ヘッジ損益
評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日残高(百万円) △1,686 ― △1,686 173,608

中間会計期間中の変動額

 剰余金の配当 △912

 中間純利益 1,480

 別途積立金の積立て ―

 自己株式の取得 △1

 自己株式の処分 35

 株主資本以外の項目の中間 
 会計期間中の変動額(純額)

77 △226 △149 △149

中間会計期間中の変動額合計 
(百万円)

77 △226 △149 453

平成18年９月30日残高(百万円) △1,609 △226 △1,835 174,061



当中間会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

  

 
  

 
  

 
  

株主資本

資本金
資本剰余金

資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計

平成19年３月31日残高(百万円) 12,203 22,325 2 22,327

中間会計期間中の変動額

 自己株式の処分 △0 △0

中間会計期間中の変動額合計 
(百万円)

― ― △0 △0

平成19年９月30日残高(百万円) 12,203 22,325 2 22,327

株主資本

利益剰余金

自己株式 株主資本合計
利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金

合計
別途積立金

圧縮記帳
積立金

繰越利益
剰余金

平成19年３月31日残高(百万円) 3,051 139,725 37 4,594 147,407 △4,995 176,942

中間会計期間中の変動額

 剰余金の配当 △960 △960 △960

 中間純利益 563 563 563

 自己株式の取得 △1 △1

 自己株式の処分 39 39

中間会計期間中の変動額合計 
(百万円)

― ― ― △397 △397 38 △359

平成19年９月30日残高(百万円) 3,051 139,725 37 4,197 147,010 △4,957 176,583

評価・換算差額等

純資産合計その他有価証券 
評価差額金

繰延ヘッジ損益
評価・換算
差額等合計

平成19年３月31日残高(百万円) △1,417 △139 △1,556 175,386

中間会計期間中の変動額

 剰余金の配当 △960

 中間純利益 563

 自己株式の取得 △1

 自己株式の処分 39

 株主資本以外の項目の中間 
 会計期間中の変動額(純額)

△116 139 23 23

中間会計期間中の変動額合計 
(百万円)

△116 139 23 △336

平成19年９月30日残高(百万円) △1,533 ― △1,533 175,050



 前事業年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  

 
  

 
  

 
  

株主資本

資本金
資本剰余金

資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計

平成18年３月31日残高(百万円) 12,203 22,325 ― 22,325

事業年度中の変動額

 自己株式の処分 2 2

事業年度中の変動額合計 
(百万円)

― ― 2 2

平成19年３月31日残高(百万円) 12,203 22,325 2 22,327

株主資本

利益剰余金

自己株式 株主資本合計
利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金

合計
別途積立金

圧縮記帳
積立金

繰越利益
剰余金

平成18年３月31日残高(百万円) 3,051 137,925 37 4,777 145,790 △5,024 175,294

事業年度中の変動額

 剰余金の配当 △1,872 △1,872 △1,872

 当期純利益 3,489 3,489 3,489

 別途積立金の積立て 1,800 △1,800 ― ―

 自己株式の取得 △4 △4

 自己株式の処分 33 35

事業年度中の変動額合計 
(百万円)

― 1,800 ― △183 1,617 29 1,648

平成19年３月31日残高(百万円) 3,051 139,725 37 4,594 147,407 △4,995 176,942

評価・換算差額等

純資産合計その他有価証券 
評価差額金

繰延ヘッジ損益
評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日残高(百万円) △1,686 ― △1,686 173,608

事業年度中の変動額

 剰余金の配当 △1,872

 当期純利益 3,489

 別途積立金の積立て ―

 自己株式の取得 △4

 自己株式の処分 35

 株主資本以外の項目の 
 事業年度中の変動額(純額)

269 △139 130 130

事業年度中の変動額合計 
(百万円)

269 △139 130 1,778

平成19年３月31日残高(百万円) △1,417 △139 △1,556 175,386



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

  

 

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１ 資産の評価基準及び評価方法

 (1) 有価証券

   満期保有目的の債券

    償却原価法(定額法)

   子会社株式及び関連会社株式

    移動平均法による原価法

   その他有価証券

    時価のあるもの

     中間決算日の市場価格等

に基づく時価法(評価差

額は全部純資産直入法に

より処理し、売却原価は

移動平均法により算定し

ております。)

    時価のないもの

     移動平均法による原価法

      なお、投資事業有限責

任組合及びそれに類する

組合への出資(証券取引

法第２条第２項により有

価証券とみなされるも

の)については、組合契

約に規定される決算報告

日に応じて入手可能な最

近の決算書を基礎とし、

持分相当額を純額で取り

込む方法によっておりま

す。

１ 資産の評価基準及び評価方法

 (1) 有価証券

   満期保有目的の債券

    償却原価法(定額法)

   子会社株式及び関連会社株式

    移動平均法による原価法

   その他有価証券

    時価のあるもの

     中間決算日の市場価格等

に基づく時価法(評価差

額は全部純資産直入法に

より処理し、売却原価は

移動平均法により算定し

ております。)

    時価のないもの

     移動平均法による原価法

      なお、投資事業有限責

任組合及びそれに類する

組合への出資(金融商品

取引法第２条第２項によ

り有価証券とみなされる

もの)については、組合

契約に規定される決算報

告日に応じて入手可能な

最近の決算書を基礎と

し、持分相当額を純額で

取り込む方法によってお

ります。

１ 資産の評価基準及び評価方法

 (1) 有価証券

   満期保有目的の債券

    償却原価法(定額法)

   子会社株式及び関連会社株式

    移動平均法による原価法

   その他有価証券

    時価のあるもの

     期末日の市場価格等に基

づく時価法(評価差額は

全部純資産直入法により

処理し、売却原価は移動

平均法により算定してお

ります。)

    時価のないもの

     移動平均法による原価法

      なお、投資事業有限責

任組合及びそれに類する

組合への出資(証券取引

法第２条第２項により有

価証券とみなされるも

の)については、組合契

約に規定される決算報告

日に応じて入手可能な最

近の決算書を基礎とし、

持分相当額を純額で取り

込む方法によっておりま

す。

 (2) デリバティブ

   時価法

 (2) デリバティブ

   時価法

 (2) デリバティブ

   時価法

 (3) たな卸資産

   商品、原材料、貯蔵品

   後入先出法に基づく低価法

   製品、仕掛品

   総平均法に基づく低価法

 (3) たな卸資産

   商品、原材料、貯蔵品

   後入先出法に基づく低価法

   製品、仕掛品

   総平均法に基づく低価法

 (3) たな卸資産

   商品、原材料、貯蔵品

   後入先出法に基づく低価法

   製品、仕掛品

   総平均法に基づく低価法

２ 固定資産の減価償却の方法

 (1) 有形固定資産

   定率法(ただし、建物(建物附

属設備を除く。)については定

額法)を採用しております。

   なお、主な耐用年数は以下の

とおりであります。

建物及び 
構築物

３～50年

機械装置及び 
車両運搬具

３～９年

２ 固定資産の減価償却の方法

 (1) 有形固定資産

   定率法(ただし、建物(建物附

属設備を除く。)については定

額法)を採用しております。

   なお、主な耐用年数は以下の

とおりであります。

建物及び
構築物

３～50年

機械装置及び
車両運搬具

３～９年

２ 固定資産の減価償却の方法

 (1) 有形固定資産

   定率法(ただし、建物(建物附

属設備を除く。)については定

額法)を採用しております。

   なお、主な耐用年数は以下の

とおりであります。

建物及び
構築物

３～50年

機械装置及び 
車両運搬具

３～９年

 (2) 無形固定資産

   定額法を採用しております。

なお、自社利用のソフトウェア

については、社内における利用

可能期間(５年)に基づく定額法

を採用しております。

 (2) 無形固定資産

   定額法を採用しております。

なお、自社利用のソフトウェア

については、社内における利用

可能期間(５年)に基づく定額法

を採用しております。

 (2) 無形固定資産

   定額法を採用しております。

なお、自社利用のソフトウェア

については、社内における利用

可能期間(５年)に基づく定額法

を採用しております。



 

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

３ 引当金の計上基準

 (1) 貸倒引当金

   売上債権、貸付金等の貸倒損

失に備えるため、一般債権につ

いては貸倒実績率により、貸倒

懸念債権等特定の債権について

は個別に回収可能性を検討し、

回収不能見込額を計上しており

ます。

３ 引当金の計上基準

 (1) 貸倒引当金

   売上債権、貸付金等の貸倒損

失に備えるため、一般債権につ

いては貸倒実績率により、貸倒

懸念債権等特定の債権について

は個別に回収可能性を検討し、

回収不能見込額を計上しており

ます。

３ 引当金の計上基準

 (1) 貸倒引当金

   売上債権、貸付金等の貸倒損

失に備えるため、一般債権につ

いては貸倒実績率により、貸倒

懸念債権等特定の債権について

は個別に回収可能性を検討し、

回収不能見込額を計上しており

ます。

 (2) 退職給付引当金

   従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額

に基づき、当中間会計期間末に

おいて発生していると認められ

る額を計上しております。

   過去勤務債務は、その発生時

における従業員の平均残存勤務

年数(13年及び14年)による定額

法により費用処理しておりま

す。

   数理計算上の差異は、その発

生時における従業員の平均残存

勤務年数(13年及び14年)による

定額法により翌事業年度から費

用処理しております。

 (2) 退職給付引当金

   従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額

に基づき、当中間会計期間末に

おいて発生していると認められ

る額を計上しております。

   過去勤務債務は、その発生時

における従業員の平均残存勤務

年数(13年及び14年)による定額

法により費用処理しておりま

す。

   数理計算上の差異は、その発

生時における従業員の平均残存

勤務年数(13年及び14年)による

定額法により翌事業年度から費

用処理しております。

 (2) 退職給付引当金

   従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額

に基づき計上しております。

   過去勤務債務は、その発生時

における従業員の平均残存勤務

年数(13年及び14年)による定額

法により費用処理しておりま

す。

   数理計算上の差異は、その発

生時における従業員の平均残存

勤務年数(13年及び14年)による

定額法により翌事業年度から費

用処理しております。

 (3) 役員退職慰労引当金

   役員の退職慰労金の支出に備

えて、内規に基づく中間会計期

間末要支給額を計上しておりま

す。

 (3) 役員退職慰労引当金

   役員の退職慰労金の支出に備

えて、内規に基づく中間会計期

間末要支給額を計上しておりま

す。

 (3) 役員退職慰労引当金

   役員の退職慰労金の支出に備

えて、内規に基づく事業年度末

要支給額を計上しております。

４ 外貨建の資産及び負債の本邦通

貨への換算基準

  外貨建金銭債権債務は、中間決

算日の直物為替相場により円貨に

換算し、換算差額は損益として処

理しております。

４ 外貨建の資産及び負債の本邦通

貨への換算基準

  外貨建金銭債権債務は、中間決

算日の直物為替相場により円貨に

換算し、換算差額は損益として処

理しております。

４ 外貨建の資産及び負債の本邦通

貨への換算基準

  外貨建金銭債権債務は、期末日

の直物為替相場により円貨に換算

し、換算差額は損益として処理し

ております。

５ リース取引の処理方法

  リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。

５ リース取引の処理方法

  リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。

５ リース取引の処理方法

  リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。



 
  

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

６ ヘッジ会計の方法

 (1) ヘッジ会計の方法

   原則として繰延ヘッジ処理に

よっております。 

 なお、振当処理の要件を満た

している通貨スワップについて

は振当処理によっております。

６ ヘッジ会計の方法

 (1) ヘッジ会計の方法

   原則として繰延ヘッジ処理に

よっております。 

 なお、振当処理の要件を満た

している通貨スワップについて

は振当処理によっております。

６ ヘッジ会計の方法

 (1) ヘッジ会計の方法

   原則として繰延ヘッジ処理に

よっております。 

 なお、振当処理の要件を満た

している通貨スワップについて

は振当処理によっております。

 (2) ヘッジ手段とヘッジ対象

   固定金利の社債の価格変動リ

スクに対してヘッジする為に金

利スワップを利用しておりま

す。 

 外貨建貸付金の為替変動リス

クに対してヘッジする為に通貨

スワップを利用しております。

 (2) ヘッジ手段とヘッジ対象

   固定金利の社債の価格変動リ

スクに対してヘッジする為に金

利スワップを利用しておりま

す。 

 外貨建貸付金の為替変動リス

クに対してヘッジする為に通貨

スワップを利用しております。

 (2) ヘッジ手段とヘッジ対象

   固定金利の社債の価格変動リ

スクに対してヘッジする為に金

利スワップを利用しておりま

す。 

 外貨建貸付金の為替変動リス

クに対してヘッジする為に通貨

スワップを利用しております。

 (3) ヘッジ方針

   リスク・カテゴリー別に必要

なヘッジ手段を選択しておりま

す。

 (3) ヘッジ方針

   リスク・カテゴリー別に必要

なヘッジ手段を選択しておりま

す。

 (3) ヘッジ方針

   リスク・カテゴリー別に必要

なヘッジ手段を選択しておりま

す。

 (4) ヘッジ有効性評価の方法

   ヘッジ開始時から有効性判定

時点までの期間において、ヘッ

ジ対象の相場変動又はキャッシ

ュ・フロー変動の累計とヘッジ

手段の相場変動又はキャッシ

ュ・フロー変動の累計とを比較

し、両者の変動額等を基礎にし

て判断しております。ただし、

振当処理によっている通貨スワ

ップについては有効性の評価を

省略しております。

 (4) ヘッジ有効性評価の方法

   ヘッジ開始時から有効性判定

時点までの期間において、ヘッ

ジ対象の相場変動又はキャッシ

ュ・フロー変動の累計とヘッジ

手段の相場変動又はキャッシ

ュ・フロー変動の累計とを比較

し、両者の変動額等を基礎にし

て判断しております。ただし、

振当処理によっている通貨スワ

ップについては有効性の評価を

省略しております。

 (4) ヘッジ有効性評価の方法

   ヘッジ開始時から有効性判定

時点までの期間において、ヘッ

ジ対象の相場変動又はキャッシ

ュ・フロー変動の累計とヘッジ

手段の相場変動又はキャッシ

ュ・フロー変動の累計とを比較

し、両者の変動額等を基礎にし

て判断しております。ただし、

振当処理によっている通貨スワ

ップについては有効性の評価を

省略しております。

７ その他中間財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項

  消費税等の会計処理

  消費税及び地方消費税の会計処

理は、税抜方式を採用しておりま

す。

７ その他中間財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項

  消費税等の会計処理

  消費税及び地方消費税の会計処

理は、税抜方式を採用しておりま

す。

７ その他財務諸表作成のための基

本となる重要な事項

  消費税等の会計処理

  消費税及び地方消費税の会計処

理は、税抜方式を採用しておりま

す。



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項の変更 

  

 

 
  

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

（貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準）

――― （貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準）

 当中間会計期間から「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基

準」（企業会計基準委員会 平成17

年12月９日 企業会計基準第５号）

及び「貸借対照表の純資産の部の表

示に関する会計基準等の適用指針」

（企業会計基準委員会 平成17年12

月９日 企業会計基準適用指針第８

号）を適用しております。 

 なお、従来の「資本の部」の合計

に相当する金額は174,287百万円で

あります。 

 中間財務諸表等規則の改正によ

り、当中間会計期間における中間財

務諸表の純資産の部については、改

正後の中間財務諸表等規則により作

成しております。

 当事業年度から「貸借対照表の純

資産の部の表示に関する会計基準」

(企業会計基準委員会 平成17年12

月９日 企業会計基準第５号)及び

「貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準等の適用指針」(企

業会計基準委員会 平成17年12月９

日 企業会計基準適用指針第８号)

を適用しております。 

 なお、従来の「資本の部」の合計

に相当する金額は175,525百万円で

あります。 

 財務諸表等規則の改正により、当

事業年度における財務諸表の純資産

の部については、改正後の財務諸表

等規則により作成しております。

――― （有形固定資産の減価償却方法の変

更）

―――

 当中間会計期間より、法人税法の

改正に伴い、平成19年４月１日以降

に取得したものについては、改正後

の法人税法に基づく方法に変更して

おります。 

 これにより、営業利益、経常利益

及び税引前中間純利益は、それぞれ

150百万円減少しております。 

（追加情報）

 当中間会計期間より、法人税法改

正に伴い、平成19年３月31日以前に

取得した有形固定資産については、

改正前の法人税法に基づく減価償却

の方法の適用により取得価額の５％

に到達した事業年度の翌事業年度よ

り、取得価額の５％相当額と備忘価

額との差額を５年間にわたり均等償

却し、減価償却費に含めて計上して

おります。 

 これにより、営業利益、経常利益

及び税引前中間純利益は、それぞれ

112百万円減少しております。 



表示方法の変更 

  

 
  

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

――― (中間貸借対照表）

 「関係会社預け金」は、当中間会計期間において総資

産額の100分の５を超えることとなりましたので独立掲

記しております。なお、前中間会計期間は流動資産の

「その他」に10,222百万円含まれております。



注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

  

 

  

(中間損益計算書関係) 

  

前中間会計期間末 
(平成18年９月30日)

当中間会計期間末
(平成19年９月30日)

前事業年度末 
(平成19年３月31日)

※１ 有形固定資産減価償却累計額

111,460百万円

 減価償却累計額には、減損損失

累計額を含めております。

有形固定資産減価償却累計額

109,817百万円

 減価償却累計額には、減損損失

累計額を含めております。

 

有形固定資産減価償却累計額

109,491百万円

 減価償却累計額には、減損損失

累計額を含めております。

 ２ 偶発債務として、下記のとおり保

証債務があります。

エイブリィ デニソン マクセル
㈱

(銀行借入金保証)

118百万円

偶発債務として、下記のとおり保

証債務があります。

エイブリィ デニソン マクセル
㈱

(銀行借入金保証)

124百万円

偶発債務として、下記のとおり保

証債務があります。

エイブリィ デニソン マクセル
㈱

(銀行借入金保証)

148百万円

※３ 消費税等の表示 

 消費税等については、仮払消費

税等と仮受消費税等を相殺し、流

動資産の「その他」に含めて表示

しております。

消費税等の表示 

 消費税等については、仮払消費

税等と仮受消費税等を相殺し、流

動資産の「その他」に含めて表示

しております。

―――

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

※１ 主な営業外収益

受取利息 197百万円

有価証券利息 633 〃

受取配当金 640 〃

賃貸料収入 386 〃

主な営業外収益

受取利息 191百万円

有価証券利息 497 〃

受取配当金 523 〃

賃貸料収入 327 〃

主な営業外収益

受取利息 321百万円

有価証券利息 1,201 〃

受取配当金 747 〃

賃貸料収入 768 〃

※２ 主な営業外費用

支払利息 119百万円

社債利息 159 〃

売上割引 140 〃

たな卸資産処分損 221 〃

為替差損 239 〃

主な営業外費用

支払利息 392百万円

売上割引 158 〃

たな卸資産処分損 467 〃

為替差損 313 〃

主な営業外費用

支払利息 205百万円

社債利息 256 〃

売上割引 310 〃

たな卸資産処分損 468 〃

為替差損 442 〃

※３

 

特別利益の内容は次のとおりであ

ります。

 固定資産売却益

 機械及び装置 1百万円

 その他 1 〃

計 2 〃
 

 

特別利益の内容は次のとおりであ

ります。

 固定資産売却益

 機械及び装置 221百万円

 その他 0 〃

計 221 〃

投資有価証券
売却益

174 〃

その他 61 〃

 

 

特別利益の内容は次のとおりであ

ります。

 固定資産売却益

 機械及び装置 253百万円

 その他 2 〃

計 255 〃

未払費用戻入益 1,477 〃

その他 175 〃



次へ 

 

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

※４

 

 

特別損失の内容は次のとおりであ

ります。

 固定資産除却売却損

建物 54百万円

機械及び装置 307 〃

その他 32 〃

無形固定資産 3 〃

計 396 〃

 固定資産減損損失

  当社は、管理会計上の区分を

考慮して資産グループを決定し

ております。 

 将来キャッシュ・フローの回

収額を見積もった結果、将来の

使用が見込まれていない遊休資

産について回収可能価額まで減

額し、当該減損額を固定資産減

損損失（15百万円）として特別

損失に計上しております。

用途 場所 種類
固定資産 
減損損失 
(百万円)

遊休資産
兵庫県 
小野市 
他1件

土地 15

  なお、当該資産の回収可能価

額は、正味売却価額と使用価値

のいずれか高い価額としており

ます。正味売却価額は路線価等

に基づき算定しております。

 

 

特別損失の内容は次のとおりであ

ります。

 固定資産除却売却損

建物 9百万円

機械及び装置 108 〃

その他 45 〃

無形固定資産 2 〃

計 164 〃

 固定資産減損損失

  当社は、管理会計上の区分を

考慮して資産グループを決定し

ております。 

 将来キャッシュ・フローの回

収額を見積もった結果、収益性

が低下した事業用資産について

回収可能価額まで減額し、当該

減損額を固定資産減損損失

（405百万円）として特別損失

に計上しております。

用途 場所 種類
固定資産
減損損失
(百万円)

生産設備
茨城県 
常総市

機械及び装
置他

405

  なお、当該資産の回収可能価

額は、正味売却価額と使用価値

のいずれか高い価額としており

ます。正味売却価額は合理的に

算定された価額に基づき評価し

ております。

 

 

特別損失の内容は次のとおりであ

ります。

 固定資産除却売却損

建物 36百万円

機械及び装置 419 〃

その他 78 〃

無形固定資産 21 〃

計 554 〃

 固定資産減損損失

  当社は、管理会計上の区分を

考慮して資産グループを決定し

ております。 

 将来キャッシュ・フローの回

収額を見積もった結果、将来の

使用が見込まれていない遊休資

産について回収可能価額まで減

額し、当該減損額を固定資産減

損損失（15百万円）として特別

損失に計上しております。

用途 場所 種類
固定資産 
減損損失 
(百万円)

遊休資産
兵庫県 
小野市 
他1件

土地 15

  なお、当該資産の回収可能価

額は、正味売却価額と使用価値

のいずれか高い価額としており

ます。正味売却価額は路線価等

に基づき算定しております。

 

投資有価証券 
評価損

592百万円

関係会社株式 
評価損

258 〃  

投資有価証券
評価損

331百万円

 
 

 

投資有価証券
評価損

1,148百万円

関係会社株式
評価損

258 〃

 ５ 減価償却実施額

有形固定資産 3,290百万円

無形固定資産 191 〃

計 3,481 〃

減価償却実施額

有形固定資産 3,546百万円

無形固定資産 187 〃

計 3,733 〃

減価償却実施額

有形固定資産 6,896百万円

無形固定資産 374 〃

計 7,270 〃

 



(中間株主資本等変動計算書関係) 

前中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

 自己株式に関する事項 

   
 (注) 増加は単元未満株式の買取によるものであり、減少は役員退職慰労金規則に基づく、退任取締役及び退任執行

役に対する譲渡及び単元未満株式の買増請求に応じたものであります。 

  

当中間会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

 自己株式に関する事項 

   
 (注) 増加は単元未満株式の買取によるものであり、減少は役員退職慰労金規則に基づく、退任取締役及び退任執行

役に対する譲渡及び単元未満株式の買増請求に応じたものであります。 

  

前事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

 自己株式に関する事項 

   
 (注) 増加は単元未満株式の買取によるものであり、減少は役員退職慰労金規則に基づく、退任取締役及び退任執

行役に対する譲渡及び単元未満株式の買増請求に応じたものであります。  

  

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末

普通株式（株） 3,531,490 818 23,264 3,509,044

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末

普通株式（株） 3,510,623 860 27,738 3,483,745

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式（株） 3,531,490 2,443 23,310 3,510,623



(リース取引関係) 

  

 
  

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引に係る注記

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額

取得価額 
相当額 
(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 

(百万円)

中間期末
残高 

相当額 
(百万円)

その他 
(車両及び
運搬具)

15 2 13

その他 
(工具器具
及び備品)

167 97 70

無形固定
資 産（ソ
フトウェ
ア）

49 43 6

合計 231 142 89

 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引に係る注記

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額

取得価額
相当額 

(百万円)

減価償却
累計額 
相当額 

(百万円)

中間期末
残高 

相当額 
(百万円)

その他 
(車両及び
運搬具)

15 5 10

その他 
(工具器具
及び備品)

147 58 89

合計 162 63 99

 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引に係る注記

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末

残高相当額

取得価額
相当額 
(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 

(百万円)

期末残高
相当額 

(百万円)

その他
(工具器具
及び備品)

172 97 75

その他
(車両及び
運搬具)

15 3 12

合計 187 100 87

② 未経過リース料中間期末残高相

当額

１年内 47百万円

１年超 43 〃

計 90 〃

② 未経過リース料中間期末残高相

当額

１年内 40百万円

１年超 60 〃

計 100 〃
 

② 未経過リース料期末残高相当額

１年内 36百万円

１年超 51 〃

計 87 〃

③ 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額

支払リース料 37百万円

減価償却費 
相当額

36 〃

支払利息相当額 1 〃

③ 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額

支払リース料 25百万円

減価償却費
相当額

24 〃

支払利息相当額 1 〃

③ 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額

支払リース料 72百万円

減価償却費
相当額

70 〃

支払利息相当額 2 〃

④ 減価償却費相当額の算定方法

   リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法によ

っております。

④ 減価償却費相当額の算定方法

   リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法によ

っております。

④ 減価償却費相当額の算定方法

   リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法によ

っております。

⑤ 利息相当額の算定方法

   リース料総額とリース物件の

取得価額相当額との差額を利息

相当額とし、各期への配分方法

については、利息法によってお

ります。

⑤ 利息相当額の算定方法

   リース料総額とリース物件の

取得価額相当額との差額を利息

相当額とし、各期への配分方法

については、利息法によってお

ります。

⑤ 利息相当額の算定方法

   リース料総額とリース物件の

取得価額相当額との差額を利息

相当額とし、各期への配分方法

については、利息法によってお

ります。



(有価証券関係) 

前中間会計期間末、当中間会計期間末及び前事業年度末のいずれにおいても子会社株式及び関連会

社株式で時価のあるものはありません。 

  

(企業結合等関係) 

前中間会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

該当事項はありません。 

  

当中間会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

該当事項はありません。 

  

前事業年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

該当事項はありません。 

  

(１株当たり情報) 

中間連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。 

  

(重要な後発事象) 

 該当事項はありません。 

  

  



(2) 【その他】 

平成19年10月30日開催の取締役会において、平成19年９月30日現在の株主名簿及び実質株主名簿に記

載または記録された株主または登録質権者に対し、剰余金の配当として１株について10円（総額960百

万円）を支払うことを決議いたしました。 



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

(１)有価証券報告書及びその添付書類 

    事業年度 第6１期(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日)平成19年６月21日関東財務局長に提出。 

  

(2)有価証券報告書の訂正報告書 

    訂正報告書（上記(１)有価証券報告書の訂正報告書）を平成19年９月26日関東財務局長に提出。 

  

  



該当事項はありません。 

  

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】



独立監査人の中間監査報告書 

  

平成18年12月20日

日立マクセル株式会社 

執行役社長 角 田 義 人 殿 

 

  
 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている日立マクセル株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計

期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照

表、中間連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について

中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から

中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損な

うような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続

等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査

の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸

表の作成基準に準拠して、日立マクセル株式会社及び連結子会社の平成18年９月30日現在の財政状態並びに

同日をもって終了する中間連結会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)の経営成績及びキャ

ッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

追記情報 

セグメント情報の「事業の種類別セグメント情報」に記載されているとおり、会社は当中間連結会計期

間より事業区分の方法を変更した。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上 

  

 

新日本監査法人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  平  山  直  充 ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  辻     幸  一 ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  尾  﨑  隆  之 ㊞

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しており

ます。



独立監査人の中間監査報告書 

  

平成19年11月19日

日立マクセル株式会社 

執行役社長 角 田 義 人 殿 

 

  
 

  
 

  

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」

に掲げられている日立マクセル株式会社の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの連結会計年度の中

間連結会計期間(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連

結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算

書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立

の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損な

うような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続

等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査

の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸

表の作成基準に準拠して、日立マクセル株式会社及び連結子会社の平成19年９月30日現在の財政状態並びに

同日をもって終了する中間連結会計期間(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで)の経営成績及びキャ

ッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上 

  

 

新日本監査法人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  辻     幸  一 ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  尾  﨑  隆  之 ㊞

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しており

ます。



独立監査人の中間監査報告書 

  

平成18年12月20日

日立マクセル株式会社 

執行役社長 角 田 義 人 殿 

 

  
 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている日立マクセル株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第61期事業年度の中間会計期

間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損

益計算書及び中間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者

にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような

重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心

とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果と

して中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成

基準に準拠して、日立マクセル株式会社の平成18年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間

会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)の経営成績に関する有用な情報を表示しているもの

と認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上 

  

 

新日本監査法人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  平  山  直  充  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  辻     幸  一  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  尾  﨑  隆  之  ㊞

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しており

ます。



独立監査人の中間監査報告書 

  

平成19年11月19日

日立マクセル株式会社 

執行役社長 角 田 義 人 殿 

 

 

 

  
 

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」

に掲げられている日立マクセル株式会社の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの第62期事業年度の

中間会計期間(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照

表、中間損益計算書及び中間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責

任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような

重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心

とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果と

して中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成

基準に準拠して、日立マクセル株式会社の平成19年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間

会計期間(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで)の経営成績に関する有用な情報を表示しているもの

と認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上 

  

 

新日本監査法人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  辻     幸  一  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  尾  﨑  隆  之  ㊞

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しており

ます。
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